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序     文 
 

インドネシア共和国は、アジア通貨危機により経済社会的に大きな影響を受けたが、近年は製

造業をはじめとした国内産業が活気を帯び始めている。これに対して、産業界のニーズに適応し

た理工学系の人材の不足は依然として深刻な問題であり、特に情報通信技術（ICT）の進展への対

応は、群島国家インドネシア共和国の政治経済社会の発展にとって必要不可欠であることから、

研究者・技術者を養成すべくインドネシア共和国政府もICT分野の人材育成を重要政策としている。 

こうした背景を受けて、国民教育省は、ICT分野の高等教育機関の拠点の1つとして位置づけら

れているスラバヤ工科大学において、同分野の大学院レベルの能力向上を中心とした支援をわが

国に要請してきた。本プロジェクトは、同要請に基づき、スラバヤ工科大学のICT分野における研

究能力の強化を行うことにより、ICT分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域

に立地する産業界、大学、政府研究機関に向けて供給することを目標として2006年4月から4年間

の協力期間で開始されたものである。 

今般、2010年3月に協力期間が終了することから、これまでのスラバヤ工科大学における研究活

動の成果や東部インドネシア地域大学における波及効果を確認し、本プロジェクト終了後もスラ

バヤ工科大学での研究活動が継続的かつ自立発展的に展開され、東部インドネシア地域における

ICT分野の人材育成を担ってゆけるよう、更なる提言を共有することを目的として、2009年8月に

終了時評価調査を実施した。本報告書はその調査結果を取りまとめたものであり、今後の高等教

育分野の事業への教訓としても広く活用されることを願うものである。 

ここに、スラバヤ工科大学を拠点として東部インドネシア地域の大学における高等人材育成の

更なる発展を願い、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い感謝を申し上げる。 

 

平成21年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAインドネシア事務所 協力金額：3.24億円 

2006年4月～2010年3月 先方関係機関：スラバヤ工科大学（ITS）と東部インドネ

シア地域の大学 

協力期間 

 日本側協力機関：熊本大学 

  他の関連協力機関：広島大学、佐賀大学、東京工業大学、

東北大学 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は、1997年の経済危機を経て、製

造業をはじめとした国内産業の競争力向上に向けた理工系高等人材の育成を重要な開発戦略の

ひとつと位置づけている。特に情報通信技術（Information and Communication Technology：ICT）

分野の技術革新への対応は、群島国家インドネシアの安定的な発展にとって必須条件と考えら

れ、資源がジャワ島に偏りがちであることから、東部インドネシア地域のICT分野の人材育成能

力の形成は、経済・社会的安定の確保に欠かせない戦略となっている。インドネシアの「国家

開発計画2000-2004年」では、高等教育機関による経済や科学・技術の発展を支える人材の育成

が重要な政策のひとつに掲げられており、さらに、「情報・コミュニケーション技術政策」が2001

年に大統領令として公布される等、ICT分野強化とそのための教育セクターの役割の強化が重点

政策のひとつとして取り上げられた。また、高等教育総局（Directorate General of Higher 

Education：DGHE）が同年に策定した「情報・コミュニケーション技術に関する高等教育戦略」

ではICT分野の高等人材育成を重要政策と位置づけ、スラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh 

Nopember：ITS）をその教育・研究に関する担当大学に指名している。こうした背景を踏まえて、

国民教育省は、ITSにおいてICT分野の大学院レベルの能力向上を中心とした支援協力を、わが

国に要請してきた。同要請を受けて、ITSのICT分野における研究能力の強化を行うことにより、

同分野の高度技術を要する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府

研究機関に供給することを目標とする技術協力が2006年4月から4年間の協力期間で実施されて

いる。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

インドネシア国の東部インドネシア地域におけるICT分野の高等人材育成と研究能力が

強化される。 

 

 （2）プロジェクト目標 

スラバヤ工科大学のICT分野における研究能力が強化されることにより、同分野の高等技



 

 

術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府研究機関に供

給することができるようになる。 

 

 （3）成 果 

成果1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。 

成果2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。

成果3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。 

成果4：スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関との協力活動が強化される。 

 

 （4）投 入 

日本側（評価時実績）： 

専門家派遣 38.34MM 機材供与 約1,407万円

ローカルコスト負担 約4,978万円 研修員受入れ 短期28名、長期4名

相手国側： 

カウンターパート配置 20名 

ローカルコスト負担 22.2億ルピア（約2,224万円） 

その他（高等教育総局に

よる支援） 

東部インドネシアの大学研究者へのITSへの留学資金、競争的

研究資金、国際学会・学会誌への投稿費用、パテント（特許）

申請諸費用等  

２．評価調査団の概要 

調査者 （1）団長・総括：富谷喜一、JICAインドネシア事務所次長 

（2）協力計画 ：谷本信賢、JICAインドネシア事務所 

（3）高等教育 ：サトリオ スマントリ、豊橋技術科学大学客員教授 

（4）高等教育 ：島竜一郎、高等教育総局政策アドバイザー 

（5）評価計画 ：布谷真知子、JICA人間開発部 高等技術教育課 

（6）評価分析 ：井田光泰、インターワークス（株）シニアコンサルタント 

調査期間 2009年7月29日～8月14日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ プロジェクトの主な実績 

 プロジェクトの目標・成果に対する実績は以下のとおり： 

（◎：計画以上の達成状況、○：おおむね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり）

 

 成果1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。（達成度：◎） 

共同研究は当初、1バッチ3～5件の実施が計画されていたところ、研究室中心教育、TV会議、

本邦研修等を通して3バッチで14件が実施され、国際レベルの会議、学会誌への投稿が行われ

た。特許（パテント）申請については、プロジェクト期間中に4件が想定されていたが、現在

までに7件が申請され、プロジェクト終了までには更に3件が申請予定である。共同研究への

参加と実績によって、ITS研究者の研究意欲が格段に向上し、研究活動に取り組む土壌が醸成



 

 

され、競争的研究資金への申請・獲得件数も大幅に増加した。科学会議、セミナー等を通し

て他の研究者への研究成果の発表と経験交流も積極的に行われた。 

 

 成果2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。（達

成度：◎） 

プロジェクトでは研究室中心教育導入ガイドラインを作成し、それに沿って共同研究に取

り組むすべてのパイロットラボが研究室中心教育を導入した。さらに研究室中心教育の導入

に関するセミナーは年1回、各ラボの紹介を目的としたITS内のワークショップは年2回計画さ

れたが、プロジェクト期間中に4回のセミナー、23回のワークショップが開催され、他の工学

系学科への導入・普及も取り組まれた。その結果、プロジェクト対象学科では研究室中心教

育が定着し、プロジェクトの対象である電気電子学科・情報科学学科以外にも、化学工学科、

海洋工学科などの学科でも研究室中心教育が導入されている。 

 

 成果3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。（達成

度：○） 

プロジェクトを通して、連携の枠組みと体制づくりが強化された。具体的にはITSと東部イ

ンドネシア地域の4大学〔サムラトランギ大学（Universitas Sam Ratulangi：UNSRAT）、マタラ

ム大学（Universitas Mataram：UNRAM）、ヌサ・チュンダナ大学（Universitas Nusa Cendana：

UNDANA）、チャンドラワシ大学（Universitas Chandrawasih：UNCEN）〕間で正式にコンソー

シアムが結成され、コンソーシアムと熊本大学間には連携協力の合意書が締結された。ITSの

ICTセンターは事務2名、研究者3名が配置された。学術連携の成果としては、年間12名以上の

域内大学からの共同研究参加の計画に対して、11大学から26名の東部インドネシア地域の大

学の研究者が共同研究に参加した。ITSは研究者を連携先の大学に派遣して、研究支援、講師、

セミナーでの発表等を行い、ITSが主催した研究発表会は計43件開催され、年1回が想定され

たインドネシア東部地域の大学が主催するセミナーも計6回開催された。プロジェクト開始

後、DGHEがインドネシア教育研究ネットワーク（Indonesia Higher Education and Research 

Network：INHERENT）の導入を行い、プロジェクトはこのネットワークを最大限活用して、

東部地域の大学との共同研究の推進を図った。遠隔教育でUNSRATのICTコースをITSが支援

するといった成果も生まれた。東部地域の大学は研究活動が停滞していたが、ITSとの学術連

携は、共同研究、学位取得、教育の質の向上を図る強い動機づけと機会を提供するものとな

った。 

 

 成果4：スラバヤ工科大学と産業界・政府機関の協力活動が強化される。（達成度：△） 

プロジェクトでは、ICT関連の研究者と研究成果を冊子にまとめ、ウェブサイトを開設し、

研究コミュニティサービス機関（Lembaga Penelitian dan Pengabdian kepada Masyaraka：LPPM）

と協力してデータベースを作成した。さらに、共同研究の成果を研究カタログにまとめ、こ

れを活用してセミナー、オープンキャンパス、エキスポ等の機会に企業へのプロモーション

を図った。また、プロジェクトでは日系企業を中心に個別企業への働きかけを行い、これま

でに3社との協力合意書を取り交わし技術協力が進んでいる。なお、企業等との共同研究は全

共同研究のうち半数以上が想定されていたが、14件行われた共同研究のうち、企業が参加し



 

 

たのは2件であった。当初5件のベンチャー企業設立が計画されていたが、プロジェクト期間

中にベンチャー企業の設立には至らなかった。 

 

プロジェクト目標：スラバヤ工科大学のICT分野における研究能力が強化されることにより、

同分野の高等技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政

府研究機関に供給することができるようになる。（達成見込み：○） 

共同研究の結果、43件の研究発表・投稿が国際学会・学会誌向けに行われたほか、東部イ

ンドネシア地域の大学及びポリテクニックからは、当初10校の想定を上回る18校の研究者が

共同研究に参加した。大学以外では5つの企業・政府系機関が共同研究や産学連携に参加した。

ITS研究者の研究能力は大幅に強化され、東部インドネシア地域の研究者がITSの大学院に在

籍して研究室中心教育による共同研究に従事することで、研究能力が向上した。 

 

上位目標：インドネシア国の東部インドネシア地域におけるICT分野の高等人材育成と研究能

力が強化される。 

東部インドネシア地域の大学（以下、域内大学）とITSとの交流が深まることで、着実に域

内大学の教育・研究能力向上の基盤が整えられている。一方で、インフラ設備など個別の域

内大学が抱える課題に対しては改善が必要であるのに加え、今後も域内大学が自発的にITSと

の協力・連携体制を持続するとともに、本案件で構築してきた本邦大学との協力関係も維持・

活用していくことが上位目標達成の鍵となる。 

 

３－２ 5項目評価の概要 

 （1）妥当性 

評価結果：非常に高い。 

ITSは東部インドネシア地域の拠点大学として位置づけられている。ITSの研究能力強化

を通して域内大学の能力強化を図るという本プロジェクトのアプローチは、DGHEの政策を

具現化するものであり、妥当性が高い。DGHEも本プロジェクトの成果に応じて、配分予算

の増額、東部インドネシア地域の大学への奨学金提供、競争的研究資金へのアクセス提供

といった形で支援強化した。東部インドネシア地域の大学からITSへの支援ニーズも非常に

高い。ICT分野は他分野への活用範囲が広く、この分野を選択したことも妥当であった。 

 

 （2）有効性 

評価結果：共同研究、研究室中心教育、大学間域内協力の有効性は非常に高い。産学連携

については、今後の展開が期待される。 

プロジェクト目標の達成においては、本プロジェクトを通じて拠点大学であるITSの研究

能力強化と同時に、域内大学間の連携を促進し、高度人材の還流を担保することが重要で

ある。本プロジェクトでは、本邦大学の協力を得てITS内で共同研究が実施されたことによ

り、研究室中心教育の定着に加えて、ITSに留学中の域内大学教員を巻き込んだ域内大学間

の人的交流・連携が促進されたこと、さらに遠隔教育システムが普及したことで、域内大

学での教育能力向上にも貢献した。産学連携については、その環境づくり（ICTセンターの

人員体制強化、大学の研究能力をPRする材料づくり、パテント申請、個別企業との協力関



 

 

係づくりなど）に大きく貢献したが、共同研究で高まった研究能力と実績を武器に産業界

に広くアプローチするには、4年間では十分でなかった。 

 

 （3）効率性 

評価結果：非常に高い。 

専門家の投入については、一度に長期間の派遣が困難であった一方で、遠隔教育システ

ムの導入等により、本邦の専門家と恒常的にコミュニケーションを図る等により効率よく

補完された。また、プロジェクトの構成上、ITS内で研究室中心教育を導入しながら、域内

大学間の協力を推進することが求められたが、DGHEによる域内大学に対する奨学金や研究

資金の提供、大学間の情報通信ネットワーク（INHERENT）等の機会を効率的に活用する

ことによって、プロジェクトの活動を一層促進させる要因となった。 

 

 （4）インパクトの見込み 

評価結果：正のインパクト発現の見込みは高く、負のインパクトは特に想定されない。 

プロジェクトはまだ実施中であるが、既に良好なインパクトの発現がみられる。具体的

には、共同研究を契機として新規研究室の開設、ICTを活用した他学科との連携、他学科へ

の研究室中心教育の普及が行われたほか、 ITSと地域内・海外の大学との間で覚書

（Memorandum of Understanding：MOU）が締結される等、既存のプロジェクトの枠を超え

た展開がみられている。さらに、域内大学教員が学位取得と研究能力の向上を目的として

ITSに留学をしていることから（ITSの大学院在籍者のほとんどが域内大学出身者）、プロジ

ェクト終了後もDGHEとITSによる支援が継続できれば、将来的に域内大学の研究能力向上、

教育の質の向上が進むことが期待できる。 

 

 （5）自立発展性の見込み 

評価結果：ITSについては非常に高い。域内大学についてはある程度高い。 

【政策・制度面】 

ITSは東部インドネシア地域において、ICT分野の高度人材育成の拠点として位置づけら

れていることから、域内大学の教員受入れや域内大学との共同研究実施にあたって、今後

もDGHEから優先的にサポートを得られることが見込まれる。さらに、インドネシア国内の

大学間での教育研究（通信）ネットワークであるINHERENTを活用することによって、比

較的低コストで域内大学をはじめインドネシア全国の大学・研究機関との連携が期待され

る。 

 

【組織・財政面】 

ITS内の研究室では、これまでにもDGHE等が提供する各種の競争的資金の申請・獲得の

実績を伸ばしており、プロジェクト終了後も自立的な資金確保が期待される。さらに、研

究室中心教育はITSの中期目標に位置づけられ、カリキュラムにも採用されていることか

ら、今後も研究室体制の定着が期待できる。また、域内大学との間で大学間協定書（MOU）

が締結され、プロジェクトの終了後も、ITSと域内大学間の人的交流、教育研究面での連携

が見込まれる。 



 

 

【技術面】 

本プロジェクトを通じて、ITS内の14件のパイロットラボのうち過半数はパテント申請に

至っており、プロジェクトの終了後も外部（産業界等）との連携が期待できる。他方で、

域内大学については競争的資金に応募できる人材が少ないこと、大学院コースがないこと、

施設・実験機器などが不足するため、独力で研究能力を維持・発展させることは難しい。

このため、域内大学が研究活動を維持していけるかどうかは、ITSとの学術連携の枠組みを

最大限利用して共同研究、学位取得、INHERENT等を活用した研究・遠隔教育の連携を継

続できるかどうかにかかっている。ITSが引き続き研究実績を積み上げて、研究者の実績と

成果（パテントなど）を獲得し、連携のための組織強化を図れば、産学連携も一層推進さ

れると思われる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

 本プロジェクトにおける各成果の設定に関しては、「共同研究」という活動を通じて互い

に結びつくよう計画されたことで、カウンターパートとも活動の方針や事業計画につい

ての理解が促進されたほか、効率的な投入が図られた。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

 プロジェクト目標の「ITSの研究能力強化」に関して、本邦大学との共同研究を通じた技

術移転により大きな成果が得られているが、国際学会への発表や学会誌への掲載、さら

に産業界との連携を見据えたパテント申請を目標とすることで、より精度の高い研究成

果を得ることができた。 

 すべてのパイロットラボにおいて研究室中心教育が円滑に導入された背景として、カウ

ンターパートの教員自身が積極的に学生を研究室に呼び込むための工夫をしたことや、

各パイロットラボにおける研究室中心教育の導入方法、共同研究成果やパテント申請の

実績等が学内セミナーやガイドラインの作成等を通じて広く共有されたことが有用であ

った。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

共同研究に対する民間企業の参画やITS内にベンチャー企業を設立することを目標とし

ていたが、東部インドネシア地域にある企業の多くが研究・開発機能をもたないため、産

業界との連携について想定したほどの成果が得られなかった。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクトは政府の方針を具現化するもので、域内の参加大学からも強く支持されてお

り、妥当性は非常に高い。ITSは国際レベルの研究を実施できる段階まで能力向上が図られ、さ



 

 

らに域内大学との学術連携の体制・実績をも確立した。この連携が継続・強化されれば、域内

大学の研究能力と教員の質の向上に大きく貢献できる可能性がある。ITSは域内大学との連携、

研究室中心教育を通した共同研究に強い意欲をもっており、そのための体制や環境づくりも進

んでいるため、プロジェクト後の自立発展性も高い。産学連携については、更なる研究実績の

積み上げを図ると同時に、具体的、戦略的な産業界との連携方法を検討することが求められる。

 

３－６ 提 言 

 （1）DGHEへの提言 

 プロジェクト終了後のITSと域内大学への支援の継続 

 安定的に活用するためのINHERENT（大学間情報通信ネットワーク）の改善 

 

 （2）プロジェクト/ITSへの提言 

（共同研究について） 

 日本の大学との覚書を最大限活用した共同研究や留学生・教員の交換事業の推進 

 DGHE等が提供する競争的研究資金への積極的な応募 

 申請中のパテントを登録するための継続的支援 

 

（東部インドネシア地域の他大学との連携について） 

 現行の協力枠組みを強化するための方策の検討。域内大学の研究者を積極的に共同研究

に参加させるための方策の検討 

 域内大学による競争的研究資金や研究インフラ整備のための資金獲得のためのプロポー

ザル作成能力向上支援や経験交流の促進 

 共同研究に参加した卒業生（域内大学の教員）が継続して研究を行うためのフォローア

ップ（メーリングリスト、研究室の同窓会づくりなど） 

 

（研究室中心教育について） 

 研究室中心教育を導入した研究室の認定と公表による学内の他学科への普及 

 域内大学に普及するための導入モデルの構築 

 他大学への普及を促すための経験交流の機会づくり 

 

（産学連携について） 

 ICTセンター/LPPMの人材配置・予算配分の具体的な戦略作成による組織機能強化 

 ICTセンター/LPPMによる産学連携の戦略とロードマップの作成（特に産業界への具体的

なアプローチ戦略の策定） 

 ICTセンター/LPPMによる学外パートナーとの連携（コンサルタント企業など、大学と企

業を結ぶ組織） 

 ICTセンター/LPPMがビジネスのバックグラウンド・ノウハウをもつ職員を配置すること

 ICTセンター/LPPMが所属職員へのマーケティングやビジネス文化について研修を行う

こと 

 ICTセンター/LPPMが研究実績のカタログを継続的に更新して、企業へのPRを行うこと



 

 

 ICTセンター/LPPMが他大学の産学連携のグッドプラクティスを研究すること 

 

３－７ 教 訓 

 本プロジェクトの実施を通じて得られた教訓は以下のとおりである。 

 研究能力強化に関しては、前述のとおり、本邦大学との共同研究に加えて、国際学会等で

の発表や産業界との連携を見据えたパテント申請等、学外に向けた活動を推進することで

カウンターパートのモチベーションを高め、精度の高い研究成果を得ることができた。 

 カウンターパート教員が、積極的にそれぞれの研究室への学生呼び込みを行ったことや、

研究室中心教育導入ガイドラインの作成、共同研究の成果発表を通じて14のパイロットラ

ボすべてで円滑に研究室体制が導入されたことに加えて、学内でプロジェクトの対象とな

っていない学部や学科においても刺激となり、プロジェクトの活動・成果が普及され始め

ていた。 

 域内大学との連携が促進された要因としては、ITSが政策的に東部インドネシア地域のICT

分野における拠点大学としての役割を担い、域内大学の教員の留学に係る費用をDGHEか

ら優先的にサポートを受けられたこと、またINHERENTのネットワークを活用して大学間

の連絡体制が補完されたこと等が挙げられる。ただし、このINHERENTについては、必ず

しも安定的な受配信が実現できていないことから、今後、インドネシア政府のイニシアテ

ィブにより更に安定的な情報通信ネットワークの整備・改良が期待される。 

 東部インドネシア地域の企業の多くは、ジャカルタやシンガポール等に本部機能が置かれ

ているため、ITSへの調査委託や共同研究の機会は少なかったが、研究成果の国際学会や

学会誌での発表、パテント取得、研究成果のデータベース化等により国際的な情報発信の

チャンネルが構築されれば、豪州や米国の企業等との連携も期待される。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 １－１－１ 経 緯 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は1997年の経済危機、スハルト体制崩

壊後の経済の停滞からようやく立ち直りつつあり、製造業をはじめとした国内産業が活気を帯

び始めている。しかし、産業界のニーズに適応した理工学系の人材育成の不足は依然深刻な問

題である。特に情報通信技術（ICT）の進展への対応は、群島国家インドネシアの政治経済社会

の発展にとって必須の課題であるものの、それを担う研究者、技術者の不足が深刻な問題とし

て挙げられている。 

経済危機以降の国家開発計画によれば、産業や科学技術の発展を支える人材の育成が高等教

育機関に課せられた大きな役割のひとつとして掲げられている。これを受け国民教育省高等教

育総局（DGHE）では、2020年までに国立大学の理工学系就学者を14％から42％に拡大する計画

を有している。特にICT分野に関しては、インドネシアはシニア・アセアン5カ国のなかでも遅

れが顕著であり、いわゆるデジタル・ディバイドが危惧されるようになっている。このような

なか、2001年には「情報・コミュニケーション技術政策」が大統領令として公布され、教育と

情報技術との関係が重点政策のひとつとして取り上げられた。さらにこれを受け同年DGHEが作

成した「情報・コミュニケーション技術に関する高等教育戦略」ではICT分野の人材育成が重要

政策とされている。 

これらの状況を受け、国民教育省は、ICT分野の高等教育機関の拠点の1つとして位置づけて

いるスラバヤ工科大学（以下「ITS」）において、同分野の大学院レベルの能力向上を中心とし

た支援をわが国に要請してきた。同要請を受けて、ITSのICT分野における研究能力の強化を行

うことにより、ICT分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業

界、大学、政府研究機関に供給することを目標とする技術協力「スラバヤ工科大学情報技術高

等人材育成計画」プロジェクトが2006年4月から4年間の協力期間で開始された。同協力では具

体的には、①ITSと日本の支援大学のIT技術に係る「共同研究」を通じてITSの研究能力を向上

させること、②講義主体ではなく、研究室中心（「ラボベース」）教育を導入すること、③共同

研究への産業界の参加促進を通じた「産学連携」を促進すること、④共同研究への参加と遠隔

教育による東部インドネシア地域の大学の人材育成を推進すること、を成果とした協力を行っ

ている。本案件に関しては、熊本大学が業務実施契約に基づき、本案件の実施にあたっている。 

今般、協力期間の終了（2010年3月）を7カ月後に控えて、終了時評価調査を通じて、これま

での活動の実績と成果の確認、及び課題の整理を行った。 

 

 １－１－２ 終了時評価の目的 

（1）プロジェクトの現在までの進捗状況と当初目標の達成度を関係者間で確認・共有すると

ともに、プロジェクトの残りの期間における運営方法について協議する。 

 

（2）他の工学系高等教育案件（含む、次期フェーズ）の検討に活用可能な教訓を得る。 
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１－２ 調査団構成 

 調査団の構成は以下のとおり。 

No 担当分野 氏 名 所  属 

1 団長・総括 富谷 喜一 JICAインドネシア事務所 次長 

2 協力企画 谷本 信賢 JICAインドネシア事務所 所員 

3 高等教育 島 竜一郎 
インドネシア国民教育省高等教育総局 政策

アドバイザー 

4 高等教育 サトリオ スマントリ 豊橋技術科学大学 客員教授 

5 評価企画 布谷 真知子 JICA 人間開発部高等技術教育課 職員 

6 評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークス 

 

１－３ 調査日程 

 調査期間：2009年7月29日（水）～同8月14日（金）（17日間） 

日順 日 付 行  程 宿 泊 

1 7月29日 水 井田：14:10 成田→19:50 ジャカルタ（JL725） ジャカルタ

AM JICAインドネシア事務所訪問、国民教育省表敬 
2 7月30日 木 

PM 国民教育省（DGHE）との面談、技術応用評価庁（BPPT） 
同 上 

10:00 Excelcomindo（XL）訪問 
3 7月31日 金 

13:30  Indovision訪問 
同 上 

4 8月1日 土 データ分析 同 上 

井田：10:50 ジャカルタ→13:40 マタラム（GA430） 
5 8月2日 日 

資料準備等 
マタラム 

 8:30 マタラム大学（UNRAM）訪問 

 9:00 UNRAM学長訪問 

 9:30 UNRAM工学部へのインタビュー 
6 8月3日 月 

井田：16:25 マタラム→16:25 スラバヤ（TBD） 

同 上 

 9:00 ITS教員へのインタビュー1（Dr. Eko, Dr. Ketut） 

10:00 ITS教員へのインタビュー2（Dr. Jazidie, Dr. Wirawan） 

13:00 ICTセンター（TV会議） 
7 8月4日 火 

15:30 パイロットラボ以外の教員へのインタビュー 

スラバヤ 

 9:00 ITS面談（Dr. Affandi, Dr. Daniel） 
8 8月5日 水 

午後 PT. Aneka Tuna Indonesiaへのインタビュー 
同 上 
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井田：8:20 スラバヤ→9:20 ジャカルタ（GA307）10:35 

→14:50 マナド（GA600） 

サトリオ、布谷：10:35 ジャカルタ→14:50 マナド（GA600） 
9 8月6日 木 

団内協議、資料作成等 

マナド 

 9:00 サムラトランギ大学（UNSRAT）表敬 
10 8月7日 金 

PM 面談 
同 上 

AM 北スラウェシ州知事への表敬 

All：14:50 マナド→15:30 ジャカルタ（GA601）→17:45 ス

ラバヤ（GA328） 
11 8月8日 土 

団内協議 

スラバヤ 

12 8月9日 日 データ分析/視察/資料作成等 同 上 

 9:00 ITS学長表敬 
13 8月10日 月 

13:30-16:00 評価ワークショップ（1） 
同 上 

 9:30-12:00 評価ワークショップ（2） 

14 8月11日 火 13:30-16:00 個別インタビュー（1）（東部インドネシア 

大学） 

同 上 

 9:30 個別インタビュー（2）（ITS職員&学生、民間企業等） 
15 8月12日 水 

13:30-15:00 協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）準備 
同 上 

 9:45-14:45 ラップアップミーティング（ITS） 
16 8月13日 木 

All：19:00 スラバヤ→20:20 ジャカルタ（GA329） 
ジャカルタ

AM JICAインドネシア事務所への報告 

13:30 DGHEファスリ総局長への説明、M/M締結 

16:00 大使館（野口書記官）への報告 
17 8月14日 金 

22:15 ジャカルタ→7:45 成田（JL726） 

ジャカルタ

 

１－４ 主要面談者 

調査団は、スラバヤ工科大学（ITS）、東部インドネシア地域のパートナー大学、国民教育省、

日本大使館、JICA事務所を訪問し、面談を行った。主要な面談者は付属資料１のAnnex 2のとおり。 

 

１－５ 終了時評価の方法 

終了時評価は、プロジェクトの終了間際において、プロジェクトの実績と実施プロセスを把握

し、評価5項目の観点から評価を行い、プロジェクト終了後もカウンターパートがその成果を持

続・発展するための提言を行うこと、さらに類似案件に対する教訓を得ることを目的とする。 

本プロジェクトの終了時評価では、JICAとインドネシア政府（国民教育省高等教育総局：DGHE）

の間で2006年1月27日付で合意された討議議事録（Record of Discussions：R/D）に添付されている

プロジェクトの運営管理のためのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）を本プロジェクトの基本的な計画とみなし、その実績や実施プロセスについて検証した。 
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また、先方関係者の「オーナーシップ」を重視し、プロジェクトの直接のカウンターパートで

あるITS関係者に加えて、東部インドネシア地域のパートナー大学等も可能な限り幅広く巻き込み、

プロジェクトの枠組みや進捗状況、その課題などを広義のプロジェクト関係者間で共有すること

に留意した。 

評価分析に用いられた評価5項目の観点は表１－１のとおりである。 

 

表１－１ 評価5項目 

評価項目 評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

国の開発課題や政策に基づいて設定されたプロジェクト目標及び上位目

標との整合性、受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理

的整合性を検証する。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトの成果と目標の達成度を検証し、社会や受益者に対するプ

ロジェクトの効果・貢献度を分析する。 

効率性 

（Efficiency） 

投入が成果にどのように、どれだけ転換されたか、投入された資源の質、

量、手段、方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施過程にお

ける効率性を検証する。 

インパクト 

（Impact） 

プロジェクトがもたらす上位目標の達成見込み、その他への波及効果を

評価すると同時に、プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。

自立発展性 

（Sustainability） 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による効果・便益が持続される

か否かの見通しをマネジメント的、財務的、組織的観点から検証する。

 

さらに本案件については、他の高等教育案件に共通する下記の事項について教訓の抽出と提言

を行った。 

① 共同研究の実施促進 

② 研究室中心教育の導入による研究能力強化 

③ 遠隔地教育を通じた国内大学間連携 

④ 産学連携を推進するための有効な方策 

 

 １－５－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

  （1）主な調査項目 

主な調査項目は、本終了時評価の枠組みとして「プロジェクト実績・実施プロセス」と

「5項目評価」を設定し、それぞれの評価グリッドを作成した。評価グリッドの設問では、

終了時評価の目的を考慮して、①評価設問、②判断基準・方法、③データ・情報源、④デ

ータ収集方法、を示した（評価グリッドの詳細結果は付属資料２を参照）。 

 

  （2）情報・データ収集方法 

情報・データ収集方法については、表１－２に示したとおりである。 
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表１－２ 情報・データ収集方法の目的と主な情報源 

情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

資料調査 プロジェクトの実績に関連する

資料のレビュー、5項目評価の根

拠となる情報・データの収集 

・ 業務実施報告書 

・ 月次報告 

・ 業務計画書 

・ 進捗報告書 

・ プロジェクトによる実績取りまとめ結果等

インタビュー プロジェクト実績、プロセスと進

捗状況の確認、評価5項目に関す

る評価設問に関する関係者の意

見などの収集 

・ 産業界（日系、現地） 

・ 日本人専門家 

・ ITS（学長、プロジェクト実施部局、電気

電子学科、情報科学学科のパイロットラボ

リーダー/教官） 

・ ITS学生（パイロットラボ、通常） 

・ 東部インドネシア地域パートナー大学教官

/学生（UNSRAT、UNRAM） 

評価ワークシ

ョップ（ 2日

間） 

【1日目】プロジェクト全般に関

する大きな問題意識の確認・共有

（特に「研究中心教育」や「産学

連携」に焦点を置いて） 

【2日目】インドネシア関係者に

よるPDMに基づくプロジェクト

評価 

・ ITS〔プロジェクト実施部局、パイロット

ラボリーダー/教官、学生、産学連携窓口

（LPPM）〕 

・ パートナー大学（代表者、教官/ITS留学生

等） 

・ スラバヤ電気系ポリテクニック（Electronic 

Engineering Polytechnic Institute of 

Surabaya：EEPIS） 

視 察 ITS内の施設・設備、特に「共同

研究」や「研究中心教育」の実施

に関する研究室の訪問と、実施さ

れる教育・研究活動の参観 

東 部 イ ン ド ネ シ ア 地 域 大 学

（UNSRAT、UNRAM）の研究室、

講義教室の訪問 

・ 研究室（ITS、UNSRAT、UNRAM） 

・ 講義教室（TV会議システム導入） 

 

 

 １－５－２ 調査・評価上の制約と留意点 

本終了時評価にあたっての制約と留意点は以下のとおり。 

 調査期間中のDGHEへのインタビュー・質問票回答の未実施 

本調査では、ITSを中心とした活動実施状況の把握とともに、研究体制を支える基盤の設

置、制度の確保等において国民教育省の果たす役割も重要であったところ、調査活動に

DGHEからの同行を依頼したが、同局職員の出張や別件での会議出席等により実現されなか

った（他方で、M/Mの署名式では高等教育総局のファスリ総局長との接見が実現し、同局

の積極的な支援の意向が確認された）。 
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第２章 プロジェクト概要 
 

２－１ プロジェクトの実施体制 

 ２－１－１ インドネシア側 

インドネシア側の実施機関は、スラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh Nopember：ITS）

である。同大学は1957年に創立された工科単科大学であり、インドネシアの工学系高等教育に

おいて、主要な大学の1つである。2006年時点で、学生総数1万5,013人、教員956人、事務職員1,048

人の陣容であり、年間予算は1,787億1,589万1,156ルピア（20億5,394万円）となっている。ITSは

東部インドネシア地域1における中核大学であり、特にICT分野に関して、国民教育省より拠点大

学として位置づけられている。 

ITSに加えて、東部インドネシア地域より国立大学4校（サムラトランギ大学：UNSRAT、マタ

ラム大学：UNRAM、ヌサ・チュンダナ大学：UNDANA、チャンドラワシ大学：UNCEN）が「パ

ートナー大学」としてプロジェクトに参加している。これらの大学については、相対的に教育・

研究能力の低い大学であり、開発の遅れた東部インドネシア地域開発のためにも、これらの大

学の能力強化が課題となっている。 

 

 ２－１－２ 日本側 

本プロジェクトは業務実施契約型の技術協力プロジェクトであるが、国立大学法人熊本大学

が受注者となっている。同大学では、プロジェクト実施にあたり、共同研究や本邦研修につい

て、広島大学や佐賀大学等からも協力を得ている。 

 

２－２ プロジェクトの計画概要と基本構造 

 ２－２－１ プロジェクトの計画概要 

R/Dで合意されたPDMの内容は以下のとおり。 

 

  （1）上位目標 

インドネシア国の東部インドネシア地域におけるICT分野の高等人材育成と研究能力が

強化される。 

 

  （2）プロジェクト目標 

スラバヤ工科大学のICT分野における研究能力が強化されることにより、同分野の高度技

術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府研究機関に

供給することができるようになる。 

 

  （3）成 果 

成果1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。 

成果2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。 

                                                        
1 ジャワ島、スマトラ島、バリ島を除く島嶼部。具体的にはカリマンタン島、スラウェシ島、東西ヌサトゥンガラ諸島、マルク

諸島等を含む地域。ジャワ島等に比較して経済社会的発展が遅れており、貧困地域が多い。 
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成果3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。 

成果4：スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。 

 

 ２－２－２ プロジェクトの基本構造 

本プロジェクトの上記4つの成果のうち中核・始点となるのは、本邦大学との共同研究を通じ

たITSの研究能力の強化にあるといえる（図２－１参照）。 

成果1の研究室中心教育は、本邦大学との共同研究を実施するパイロットラボにおいて実施さ

れる。東部インドネシア地域のパートナー大学との連携についても、中核となるITSの能力向上

が前提となり行われる。さらに、産業界との連携に関しても、ITSの研究能力が向上し、産業界

が求める研究シーズや技術コンサルティング能力を保持することが前提となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクトの基本構造 
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第３章 プロジェクトの実績と達成状況 
 

３－１ 投入実績 

 ３－１－１ 日本側 

日本側の投入は、当初計画どおり順調に進捗している。 

主な投入実績は以下のとおり。 

 

  （1）総投入額 

3億2,473万円〔第1年次（2006年度）～4年次（2009年度）契約合計〕（下記（2）～（5）

の所要経費を含む） 

 

  （2）専門家派遣（詳細は付属資料１のAnnex 7を参照） 

No. 指導科目 JFY2006 JFY2007 JFY2008 合 計 

1 総 括 1.5（1人） 1.5（1人） 1.23（1人） 4.23 

2 副総括 9.0（1人） 7.5（1人） 6.0（1人） 22.5 

3 研究広報・知的 

マネジメント 

1.5（1人） 0.5（1人） 1.0（1人） 3.0 

4 研究中心教育 1.5（1人） 1.0（1人） 1.0（1人） 3.5 

5 研究指導 0.81（3人） 1.77（7人） 2.53（11人） 5.11 

6 合 計 14.31人月 12.27人月 11.76人月 38.34人月 

 

  （3）研修員受入れ（詳細は付属資料１のAnnex 8を参照） 

国別研修：28名（14研修コース）（※リーダーシップ養成研修への参加を除く） 

長期研修：4名（2研修コース）（※本プロジェクトの直接的投入ではないが、連携して実

施） 

 

  （4）機材供与（詳細は付属資料１のAnnex 9を参照） 

プロジェクト事務局用機材を中心に、合計1,407万1,000円（2006年度：807万1,000円、2007

年度：600万円）の機材が供与され、活用されている。 

 

  （5）ローカルコスト負担 

主に共同研究への支援経費として、4,977万5,000円（2006年度～2008年度の実績）が支援

された。 

 

 ３－１－２ インドネシア側 

インドネシア側の投入は、当初計画どおり順調に進捗している。 

主な投入実績は以下のとおり（詳細は付属資料１のAnnex 11参照）。 
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  （1）総投入額 

2006～2009年度の合計で総額22億2,369万5,000ルピア（=約2,224万円）が投入された 

（1円=100ルピアで換算。下記（2）～（5）の所要経費を含む）。 

 

  （2）オフィス・スペースと運営管理費 

 

  （3）共同研究に必要なラボスペース確保 

 

（4）カウンターパートの国際学会・セミナーへの参加費用、学会誌への投稿費用、パテント

申請諸費用等の提供 

 

（5）東部インドネシアの大学研究者へのITSへの留学資金の供与 

 

（6）カウンターパートの確保 

1）プロジェクト実施委員会：Project Director1名、Project Manager1名、大学連携ユニット1

名、ビジネスサービスユニット1名 

2）共同研究/パイロットラボへの教員配置 

第1バッチ3名、第2バッチ4名、第3バッチ7名 

3）ICTセンター（大学連携ユニット、ビジネスサービスユニット） 

両ユニットに事務スタッフと学術スタッフを1名ずつ配置 

 

３－２ 活動実績 

活動実績については付属資料１のAnnex 5（評価グリッド）を参照。 

 

３－３ 成果（アウトプット）達成状況 

成果1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。 

本邦大学（熊本大学、広島大学、佐賀大学等）との共同研究を通じたITSの研究能力の強化に関

しては、当初計画と比較して、非常に順調な成果が得られている。 

PDMの指標に対する成果の達成度は以下のとおり： 

（◎：計画以上の達成状況、○：おおむね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり） 

PDM主要指標 実  績 

本邦大学との共同研究（1バッチで3～5

件） 

◎ 第1バッチ：3、第2バッチ：4、第3バッチ：7件

実施 

国際学会/学会誌での発表（1バッチ1件） ◎ 第1バッチ：27、第2バッチ：12、第3バッチ：4

件発表 

東部インドネシア地域の5つ以上の大学

が共同研究に参加 

◎ 共同研究への参加大学（ポリテクニック）：18

校 

ITSの研究者が11の大学で、研究・技術支援、講

義等を実施 
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年6回以上の科学会議の開催 ○ 合計23回開催 

各共同研究の報告書（各バッチごと作成） ○ 作成済み 

4件以上のパテント申請 ◎ 7件申請済み。プロジェクト終了までに更に3件

申請予定 

上記のとおり、共同研究は当初、1バッチ3～5件の実施が計画されていたところ、研究室中心教

育、TV会議、本邦研修等を通して3バッチで14件が実施され、国際レベルの会議、学会誌への投稿

が行われた。特許（パテント）申請については、プロジェクト期間中に4件が想定されていたが、

現在までに7件が申請され、プロジェクト終了までには更に3件が申請予定である。共同研究への

参加と実績によって、ITS研究者の研究意欲が格段に向上し、研究活動に取り組む土壌が醸成され、

競争的研究資金への申請・獲得件数も大幅に増加した。科学会議、セミナー等を通して他の研究

者への研究成果の発表と経験交流も積極的に行われた。 

 

成果2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。 

研究室中心教育の導入に関しては、当初の計画と比較して、非常に順調な成果が得られている。 

PDMの指標に対する成果の達成度は以下のとおり： 

（◎：計画以上の達成状況、○：おおむね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり） 

PDM主要指標 実  績 

研究室中心教育導入計画の作成 ○ 作成済み・導入済み 

研究室中心教育導入に係る啓発ワーク

ショップ（年1回） 

ITS内でのラボ紹介ワークショップ開催

（年2回） 

◎

研究室中心教育導入に係るセミナー：4回、科学

会議：23回を通じてラボの紹介/普及も実施。共

同研究に参加する全研究室（14）では研究室中

心教育を導入済み 

パイロットラボごとの実施計画書作成 ○ 作成・管理されている 

共同研究へ年間2名の大学院生の参加 ◎ 合計26名（すべて域内大学教員）が共同研究に

参加 

研究室中心教育ガイドラインの作成 ○ これまでに第2版まで改訂、全工学系学科に配布

済み 

上記のとおり、プロジェクトでは研究室中心教育導入ガイドラインを作成し、それに沿って共

同研究に取り組むすべてのパイロットラボが研究室中心教育を導入した。さらに研究室中心教育

の導入に関するセミナーは年1回、各ラボの紹介を目的としたITS内のワークショップは年2回計画

されたが、プロジェクト期間中に4回のセミナー、23回のワークショップが開催され、他の工学系

学科への導入・普及も取り組まれた。その結果、プロジェクト対象学科では研究室中心教育が定

着し、プロジェクトの対象である電気電子学科・情報科学学科以外にも、化学工学科、海洋工学

科などの学科でも研究室中心教育が導入されている。 

 

成果3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。 

ITSと東部インドネシア地域（Eastern Part of Indonesia：EPI）の大学間の学術連携については、

当初の計画と比較して、おおむね計画どおりの成果が得られている。 

PDMの指標に対する成果の達成度は以下のとおり： 
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（◎：計画以上の達成状況、○：おおむね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり） 

PDM主要指標 実  績 

大学連携ユニットの学術・事務スタッフ

（各1名） 

○ スタッフ5名（学術3名、事務2名）配置済み（ICT

センター） 

年間12名以上の域内大学職員が共同研

究に参加 

○ 合計26名参加 

ITS主催の研究発表会での論文発表（1～

2年目：10件、3～4年目：25件） 

○ 合計43件（※ITSによる研究が中心） 

域内大学の修了生（教員）による研究継

続 

△ 卒業生3名のうち、2名が研究継続 

域内大学での研究発表会の開催（年1回） ○ 6回開催 

域内大学へのITSスタッフの派遣（各大

学1名） 

◎ 技術支援、講義等のため65回ITSスタッフを派遣

上記のとおり、プロジェクトを通して、連携の枠組みと体制づくりが強化された。具体的にはITS

と東部インドネシア地域の4大学（UNSRAT、UNRAM、UNDANA、UNCEN）間で正式にコンソー

シアムが結成され、コンソーシアムと熊本大学間には連携協力の合意書が締結された。ITSのICT

センターは事務2名、研究者3名が配置された。学術連携の成果としては、年間12名以上の域内大

学からの共同研究参加の計画に対して、11大学から26名の東部インドネシア地域の大学の研究者

が共同研究に参加した。ITSは研究者を連携先の大学に派遣して、研究支援、講師、セミナーでの

発表等を行い、ITSが主催した研究発表会は計43件開催され、年1回が想定されたインドネシア東

部地域の大学が主催するセミナーも計6回開催された。プロジェクト開始後、DGHEがインドネシ

ア教育研究ネットワーク（INHERENT）の導入を行い、プロジェクトはこのネットワークを最大

限活用して、東部地域の大学との共同研究の推進を図った。遠隔教育でUNSRATのICTコースをITS

が支援するといった成果も生まれた。東部地域の大学は研究活動が停滞していたが、ITSとの学術

連携は、共同研究、学位取得、教育の質の向上を図る強い動機づけと機会を提供するものとなっ

た。 

 

成果4：スラバヤ工科大学と産業界・政府機関の協力活動が強化される。 

ITSと産業界等との連携に関しては、当初の計画と比較して、おおむね計画どおりの成果が得ら

れているが、一部の指標については、更なる活動の継続が必要である。 

PDMの指標に対する成果の達成度は以下のとおり： 

（◎：計画以上の達成状況、○：おおむね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり） 

PDM主要指標 実  績 

ビジネスサービスユニットの学術・事

務スタッフ 

○ スタッフ5名（学術3名、事務2名）配置済み（ICT

センター） 

研究データベース構築 ○ 作成済み（英語版も作成済み）：ウェブでも公開

産学連携のための広報資料作成 ○ ウェブサイトと研究データベース構築、パンフ

レット、共同研究カタログが完成 
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ワークショップ・発表会・オープンキ

ャンパスの開催（年1回） 

○ セミナー：2回、オープンキャンパス：2回、熊

本大学フォーラム：1回、エキスポ・イノベーシ

ョンフェア：各1回参加 

産業界・研究機関からの講師派遣（各

学科1講義/学期） 

○ 電気工学科：9名、情報工学科：6名 

コンサルティング/キャリブレーショ

ン・サービスの実施（10件以上） 

○ 11件の外部機関に対するコンサルティングサー

ビスを実施 

産業界向け研修コース実施（各学部1

回/学期） 

○ ICTセンター10件（2007年：4件、2008年：3件、

2009年：3件）、電気工学科2件（いずれも2008

年）、情報工学科7件（2008年：2件、2009年：5

件） 

※その他、7件の産業界向けセミナーを実施 

産業界との共同研究実施（共同研究全

体の半数以上） 

△ 2件の共同研究に企業が参加（14件中） 

ベンチャー企業設立（5件） △ 設立の実績なし 

上記のとおり、プロジェクトでは、ICT関連の研究者と研究成果を冊子にまとめ、ウェブサイト

を開設し、研究コミュニティサービス機関（LPPM）と協力してデータベースを作成した。さらに、

共同研究の成果を研究カタログにまとめ、これを活用してセミナー、オープンキャンパス、エキ

スポ等の機会に企業へのプロモーションを図った。また、プロジェクトでは日系企業を中心に個

別企業への働きかけを行い、これまでに3社との協力合意書を取り交わし技術協力が進んでいる。

なお、企業等との共同研究は全共同研究のうち半数以上が想定されていたが、14件行われた共同

研究のうち、企業が参加したのは2件であった。当初5件のベンチャー企業設立が計画されていた

が、プロジェクト期間中にベンチャー企業の設立には至らなかった。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見通し 

プロジェクト目標：スラバヤ工科大学のICT分野における研究能力が強化されることにより、同分

野の高等技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府研究機

関に供給することができるようになる。 

プロジェクトの4つの成果に対して、成果1～3は想定を上回る非常に高い成果が得られており、

また成果4についても一定の成果が得られていることから、プロジェクト目標に関しても、当初の

計画と比較して、順調に達成されていると判断される。 

PDMの指標に対する成果の達成度は以下のとおり： 

（◎：計画以上の達成状況、○：おおむね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり） 

PDM主要指標 実  績 

本邦大学と12件以上の共同研究の実施

/ITS以外の大学・研究機関と20件以上の共

同研究実施 

○ 14件実施 

3件以上の国際学会/学会誌での発表 ◎ 43件発表 

対象学科における大学院生の共同研究参

加 

○ 14のパイロットラボの大学院生はすべて共同

研究に参加 
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修士課程の平均修了期間が2.5年以下 － 現時点での測定不能 

10以上の東部インドネシア地域の大学及

びスラバヤ電子工学ポリテクニックが（共

同研究に）参加 

◎ 共同研究への参加大学（ポリテクニック）：18

校 

ITSの研究者が11の大学で、研究・技術支援、

講義等を実施 

30以上の企業/政府系機関のプロジェクト

参加 

○ 共同研究参加：2社 

技術協力協定：3社 

ITSによる研修サービス提供：8企業/団体 

ITSによるコンサルティングサービス提供：11

企業/団体 

上記のとおり、共同研究の結果、43件の研究発表・投稿が国際学会・学会誌向けに行われたほ

か、東部インドネシア地域の大学及びポリテクニックからは、当初10校の想定を上回る18校の研

究者が共同研究に参加した。大学以外では5つの企業・政府系機関が共同研究や産学連携に参加し

た。ITS研究者の研究能力は大幅に強化され、東部インドネシア地域の研究者がITSの大学院に在

籍して研究室中心教育による共同研究に従事することで、研究能力が向上した。 

 

３－５ 上位目標達成の見通し 

上位目標：インドネシア国の東部インドネシア地域におけるICT分野の高等人材育成と研究能力が

強化される。 

上記のとおり、域内大学とITSとの交流が深まることで、着実に域内大学の教育・研究能力向上

の基盤が整えられている。一方で、インフラ設備など個別の域内大学が抱える課題に対しては改

善が必要であるのに加え、今後も域内大学が自発的にITSとの協力・連携体制を持続するとともに、

本案件で構築してきた本邦大学との協力関係も維持・活用していくことが上位目標達成の鍵とな

る。 
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第４章 評価5項目に照らした評価結果 
 

４－１ 妥当性 

評価結果：非常に高い。 

ITSは東部インドネシア地域の拠点大学として位置づけられている。ITSの研究能力強化を通し

て東部インドネシア地域の大学の能力強化を図るという本プロジェクトのアプローチは、DGHE

の政策を具現化するものであり、妥当性が高い。DGHEも本プロジェクトの成果に応じて、配分予

算の増額、東部インドネシア地域の大学への奨学金提供、競争的研究資金へのアクセス提供とい

った形で支援強化した。東部インドネシア地域の大学からITSへの支援ニーズも非常に高い。ICT

分野は他分野への活用範囲が広く、この分野を選択したことも妥当であった。 

 

４－２ 有効性 

評価結果：共同研究、研究室中心教育、大学間域内協力は非常に高い。産学連携については、今

後の展開が期待される。 

評価結果は第３章で示したとおり。プロジェクト目標の達成においては、本プロジェクトを通

じて拠点大学であるITSの研究能力強化と同時に、域内大学間の連携を促進し、高度人材の還流を

担保することが重要である。本プロジェクトでは、ITSを拠点に本邦大学と共同研究が実施された

ことにより研究室中心教育が定着したことに加えて、ITSに留学中の域内大学教員を巻き込んだ域

内大学間の人的交流・連携が促進されたこと、さらに遠隔教育システムが普及したことで、域内

大学での教育能力向上にも貢献した。産学連携については、その環境づくり（ICTセンターの人員

体制強化、大学の研究能力をPRする材料づくり、パテント申請、個別企業との協力関係づくりな

ど）に大きく貢献したが、共同研究で高まった研究能力と実績を武器に産業界に広くアプローチ

するには、4年間では十分でなかった。 

 

４－３ 効率性 

評価結果：非常に高い。 

専門家の投入については、一度に長期間の派遣が困難であった一方で、遠隔教育システムの導

入等により、本邦の専門家と恒常的にコミュニケーションを図る等により効率よく補完された。

また、プロジェクトの構成上、ITS内で研究室中心教育を導入しながら、域内大学間の協力を推進

することが求められたが、DGHEによる域内大学に対する奨学金や研究資金の提供、大学間の情報

通信ネットワーク（INHERENT）等の機会を効率的に活用することによって、プロジェクトの活

動を一層促進させる要因となった。 

 

４－４ インパクト 

評価結果：正のインパクト発現の見込みは高く、負のインパクトは特に想定されない。 

プロジェクトはまだ実施中であるが、既に良好なインパクトの発現がみられる。具体的には、

共同研究を契機として新規研究室の開設、ICTを活用した他学科との連携、他学科への研究室中心

教育の普及が行われたほか、ITSと地域内・海外の大学との間で覚書（MOU）が締結される等、既

存のプロジェクトの枠を超えた展開がみられている。さらに、域内大学教員が学位取得と研究能

力の向上を目的としてITSに留学をしていることから（ITSの大学院在籍者のほとんどが域内大学
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出身者）、プロジェクト終了後もDGHEとITSによる支援が継続できれば、将来的に域内大学の研究

能力向上、教育の質の向上が進むことが期待できる。 

 

４－５ 自立発展性 

評価結果：ITSについては非常に高い。域内大学についてはある程度高い。 

【政策・制度面】 

ITSは東部インドネシア地域において、ICT分野の高度人材育成の拠点として位置づけられてい

ることから、域内大学の教員受入れや域内大学との共同研究実施にあたって、今後もDGHEから優

先的にサポートを得られることが見込まれる。さらに、インドネシア国内の大学間での教育研究

（通信）ネットワークであるINHERENTを活用することによって、比較的低コストで域内大学を

はじめインドネシア全国の大学・研究機関との連携が期待される。 

 

【組織・財政面】 

ITS内の研究室では、これまでにもDGHE等が提供する各種の競争的資金の申請・獲得の実績を

伸ばしており、プロジェクト終了後も自立的な資金確保が期待される。さらに、研究室中心教育

はITSの中期目標に位置づけられ、カリキュラムにも採用されていることから、今後も研究室体制

の定着が期待できる。また、域内大学との間で大学間協定書（MOU）が締結され、プロジェクト

の終了後も、ITSと域内大学間の人的交流、教育研究面での連携が見込まれる。 

 

【技術面】 

本プロジェクトを通じて、ITS内の14件のパイロットラボのうち過半数はパテント申請に至って

おり、プロジェクトの終了後も外部（産業界等）との連携が期待できる。他方で、域内大学につ

いては競争的資金に応募できる人材が少ないこと、大学院コースがないこと、施設・実験機器な

どが不足するため、独力で研究能力を維持・発展させることは難しい。このため、域内大学が研

究活動を維持していけるかどうかは、ITSとの学術連携の枠組みを最大限利用して共同研究、学位

取得、INHERENT等を活用した研究・遠隔教育の連携を継続できるかどうかにかかっている。ITS

が引き続き研究実績を積み上げて、研究者の実績と成果（パテントなど）を獲得し、連携のため

の組織強化を図れば、産学連携も一層推進されると思われる。 

 

４－６ 効果発現に貢献した要因・問題点を惹起した要因 

 ４－６－１ 効果発現に貢献した要因 

  （1）計画内容に関すること 

本プロジェクトにおける各成果の設定に関しては、「共同研究」という活動を通じて互い

に結びつくよう計画されたことで、カウンターパートとも活動の方針や事業計画について

の理解が促進されたほか、効率的な投入が図られた。 

 

  （2）実施プロセスに関すること 

プロジェクト目標の「ITSの研究能力強化」に関して、本邦大学との共同研究を通じた技

術移転により大きな成果が得られているが、国際学会への発表や学会誌への掲載、さらに

産業界との連携を見据えたパテント申請を目標とすることで、より精度の高い研究成果を
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得ることができた。 

また、すべてのパイロットラボにおいて研究室中心教育が円滑に導入された背景として、

カウンターパートの教員自身が積極的に学生を研究室に呼び込むための工夫をしたことや、

各パイロットラボにおける研究室中心教育の導入方法、共同研究成果やパテント申請の実

績等が学内セミナーやガイドラインの作成等を通じて広く共有されたことが有用であった。 

 

 ４－６－２ 問題点を惹起した要因 

  （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

  （2）実施プロセスに関すること 

共同研究に対する民間企業の参画やITS内にベンチャー企業を設立することを目標とし

ていたが、東部インドネシア地域にある企業の多くが研究・開発機能をもたないため、産

業界との連携について想定したほどの成果が得られなかった。 

 

４－７ 結 論 

 本プロジェクトは政府の方針を具現化するもので、域内の参加大学からも強く支持されており、

妥当性は非常に高い。ITSは国際レベルの研究を実施できる段階まで能力向上が図られた。また、

ITSは域内大学との学術連携の体制・実績を確立した。この連携が継続・強化されれば、域内大学

の研究能力と教員の質の向上に大きく貢献できる可能性がある。ITSは域内大学との連携、研究室

中心教育を通した共同研究に強い意欲をもっており、そのための体制や環境づくりも進んでいる

ため、プロジェクト後の自立発展性も高い。産学連携については、更なる研究実績の積み上げを

図ると同時に、具体的、戦略的な産業界との連携方法を検討することが求められる。 
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第５章 提言・教訓 
 

５－１ プロジェクトへの提言 

 （1）DGHEへの提言 

 プロジェクト終了後のITSと域内大学への支援の継続 

 ストレスなく安定的に活用するためのINHERENTの改善 

 

 （2）プロジェクト/ITSへの提言 

（共同研究） 

 日本の大学との覚書を最大限活用した共同研究や留学生・教員の交流事業の推進 

 DGHE等が提供する競争的研究資金への積極的な応募 

 申請中のパテントを登録するための継続的支援 

 

（東部インドネシア地域の他大学との連携） 

 現行の協力枠組みを強化するための方策検討。域内大学の研究者を積極的に共同研究に参

加させるための方策の検討 

 域内大学による競争的研究資金や研究インフラ整備のための資金獲得のためのプロポー

ザル作成能力向上支援や経験交流の促進 

 共同研究に参加した卒業生（域内大学の教員）が継続して研究を行うためのフォローアッ

プ（メーリングリスト、研究室の同窓会づくりなど） 

 

（研究室中心教育） 

 研究室中心教育を導入した研究室の認定と公表による学内の他学科への普及 

 域内大学に普及するための導入モデルの構築 

 他大学への普及を促すための経験交流の機会づくり 

 

（産学連携） 

 ICTセンター/LPPMの人材配置・予算配分の具体的な戦略作成による組織機能強化 

 ICTセンター/LPPMによる産学連携の戦略とロードマップの作成（特に産業界への具体的

なアプローチ戦略の策定） 

 ICTセンター/LPPMによる学外パートナーとの連携（コンサルタント企業など、大学と企

業を結ぶ組織） 

 ICTセンター/LPPMがビジネスのバックグラウンド・ノウハウをもつ職員を配置すること 

 ICTセンター/LPPMが所属職員へのマーケティングやビジネス文化について研修を行うこ

と 

 ICTセンター/LPPMが研究実績のカタログを継続的に更新して、企業へのPRを行うこと 

 ICTセンター/LPPMが他大学の産学連携のグッドプラクティスを研究すること 
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５－２ 他の高等教育案件への教訓 

 本プロジェクトの実施を通じて得られた教訓は以下のとおりである。 

 研究能力強化に関しては、前述のとおり、本邦大学との共同研究に加えて、国際学会等での

発表や産業界との連携を見据えたパテント申請等、学外に向けた活動を推進することでカウ

ンターパートのモチベーションを高め、精度の高い研究成果を得ることができた。 

 カウンターパート教員が、積極的にそれぞれの研究室への学生呼び込みを行ったことや、研

究室中心教育導入ガイドラインの作成、共同研究の成果発表を通じて14のパイロットラボす

べてで円滑に研究室体制が導入されたことに加えて、学内でプロジェクトの対象となってい

ない学部や学科においても刺激となり、プロジェクトの活動・成果が普及され始めていた。 

 域内大学との連携が促進された要因としては、ITSが政策的に東部インドネシア地域のICT分

野における拠点大学としての役割を担い、域内大学の教員の留学に係る費用をDGHEから優

先的にサポートを受けられたこと、またINHERENTのネットワークを活用して大学間の連絡

体制が補完されたこと等が挙げられる。ただし、このINHERENTについては、必ずしも安定

的な受配信が実現できていないことから、今後、インドネシア政府のイニシアティブにより

更に安定的な情報通信ネットワークの整備・改良が期待される。 

 東部インドネシア地域の企業の多くは、ジャカルタやシンガポール等に本部機能が置かれて

いるため、ITSへの調査委託や共同研究の機会は少なかったが、研究成果の国際学会や学会

誌での発表、パテント取得、研究成果のデータベース化等により国際的な情報発信のチャン

ネルが構築されれば、豪州や米国の企業等との連携も期待される。 
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第６章 総 括 
 

６－１ プロジェクトの評価結果 

プロジェクトの総合的な評価はM/Mや報告書にもまとめられたとおり、高い評価となった。 

特に、共同研究の実績に関しては、学会・セミナーでの発表、学術誌への投稿、パテントの申

請等、PDMの指標を上回る成果が得られているが、これらはプロジェクトチームやITS側の努力も

大きく、また、東部インドネシア地域のパートナー大学も、それぞれ問題意識をもって参加し強

力な協力関係を築くことができたことが、プロジェクト成功の大きな要因となったと思われる。 

また、本プロジェクトが特徴的であるのは、LBE（研究室中心教育）の導入と普及という点であ

り、結果としてはプロジェクトで対象となった14のパイロットラボに限らず、ITS内の他の学部・

学科へも波及しているという結果が得られた点は、特筆しておきたい。 

 

６－２ 研究室中心教育の導入・普及 

今回の調査で見学したITSの電子工学部や海洋工学部の研究室では、休校（学期の間の休み）の

時期であるにもかかわらず、多くの学生、院生が研究室に来て研究・勉強している姿が確認され、

非常に印象的であった。一般的に、インドネシアの大学では研究室中心教育は根付いておらず、

教官も学生も授業が終わってとどまる場所もなく、実験室は実験する授業のときだけ使うものと

認識されているなかで、ITSでは休校期間中も学生や教官が研究室にいて研究活動をしており、ま

さに、日本の大学の工学系の研究室のようであった。 

この研究室中心教育がITS内部で広く普及した背景には、各教員自身が研究室中心教育の導入に

向けて意欲的に取り組んだことに加えて、それぞれのラボにおける取り組みが学内セミナーやガ

イドラインの作成等を通じて広く共有され、周囲の教員に刺激を与えたこと、また、パイロット

ラボの学生を中心に、研究室での研究活動によって実験・実習の機会が増え、より実践的な知見

を効果的に得られることが実感されたことが影響していると考えられる。 

ITS内では、既にプロジェクトの対象となっていない学部、学科の教員の一部においても研究室

中心教育が導入され、共同研究の実施等が促進されていることも確認された。 

もちろん、機材や設備等はいまだに十分とはいえないが、大学における研究室中心教育が根付

いてきている点については、より高度で国際競争力を備えた大学に向けた兆しとも思われた。 

 

６－３ 政策的支援の重要性 

UNSRATなどの東部インドネシア地域のパートナー大学では、ITSを通じた共同研究への参加に

対して強い意欲と期待が感じられたが、これらのパートナー大学では、ITSとの共同研究を実施で

きるだけの研究人材、施設・設備が極めて限定されている。各大学に均等に研究施設・設備を整

えることは極めて難しく、大学間での施設・設備の共同利用の枠組みづくり等も検討されるとよ

い。そして共同研究を進めるうえでは、TV会議などICTを活用しつつも、やはり研究のある局面で

はフェイス・トゥ・フェイスのコミュニケーションが必要であることから、各大学における旅費

の確保も不可欠である。 

こうした費用の確保に関しては、各大学における（研究促進のための）予算割り当てや、外部

資金の獲得に向けた努力に加えて、現在のインドネシア政府による競争的資金の制度が継続、拡

充されること（可能であれば「共同研究支援」のための特別枠のような制度の設置）が望まれる。 
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また、研究室中心教育の導入にあたって、現状では、学部レベルの有望な学生が研究室に所属

していても、学部新卒者の修士進学のための政府奨学金が極めて限定されることから、修士以降

は海外留学や就職などの道を選ぶこととなり、研究室において修士以上の学生の確保が難しい状

況にあることをかんがみれば、研究室と研究の確実な発展に資する優秀な研究者の卵を確保する

ために、政府の強いイニシアティブをもって修士・博士進学を助成する奨学金や学費・生活支援

の拡充が望まれる。 

さらに、今回のプロジェクト評価でも一部課題がみられた「産学連携」に関しては、大学に限

らず、産業界においても共同研究を実施するための資金確保が困難な現状がうかがえる。この点

に関しても、政府が主導して「共同研究支援のための競争的資金」を継続・拡充してゆくこと等

が有効な方策となるだろう。 

 

６－４ 今後の方向性 

本調査結果報告の提言でも言及したように、今後、大学の共同研究を通じた産学連携を推進す

るうえでは、研究者のみならずこれを支える大学職員の確保、人材養成を並行して行うことが重

要であり、その際には、日本でも最近取り組みが始まったスタッフ・ディベロップメント（SD）

や、インドネシア国内でITB〔Institut Teknology Bandung（Institute of Technology Bandung）〕が実施

している他大学職員のインターンシップなど、国内外の先行的な取り組みを参考とするのがよい

だろう。 

インドネシアの大学では、社会貢献がその役割のひとつとされ、産業界との連携のほか、地域

社会への貢献、連携も強調される。これを踏まえて、「産学連携」ではなく「産学地連携」という

語を用いることがあるが、ITSと東部インドネシア地域のパートナー大学の今後の取り組みにおい

ても、研究分野における産業界との連携だけでなく、より広い視野で対外連携をとらえる必要が

ある。実際のところ、UNSRATでの調査においても、地域で連携先となる有望な企業は少なく、一

方で、地方政府との間で協定を結び、行政に対するコンサルティング、アドバイスなどを実施し

ている例が報告された。他のパートナー大学にもほぼ同様の状況が存在すると思われる。「産学」

ではなく「学地」連携という観点から、地域開発への貢献という視点も加味してゆくことが有用

だろう。 

インドネシアは多様性の国といわれるとおり、自然環境、気候、土地、植生、動物など自然科

学の研究対象についても非常に多様性に富んでおり、研究材料の宝庫のような国である。諸外国

の研究者にとっては垂涎の的のような研究フィールドが広がっている。その利点を生かすこと、

または生かせるだけの研究教育能力を向上させること、そしてその裾野を広げることが、インド

ネシア独自の良さ・特徴を生かした発展をするためには必要不可欠のことと思われる。今後もイ

ンドネシアにおける研究教育能力向上、及び裾野の広がりに期待したい。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ（Minutes of Meetings：M/M） 

 

２．評価グリッド（和文） 
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評価グリッド 

 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

プロジェクト
目標は政府方
針・政策に合致
したものだっ
たか。 

 最近のインドネシア政府及び
高等教育総局は、東部インド
ネシア地域大学に対してどの
ような政策をとったか。 

 予算配分、人材配置など、高
等教育総局はどのような支援
を行ったか。 

 高等教育総局は、東部インドネシア地域での情報通信技術強化に向けてスラバヤ工科大学を
フォーカル・ポイント・連携強化拠点大学として位置づけており、スラバヤ工科大学の支援
能力強化を通して、域内の他大学の能力強化を図るという本プロジェクトの戦略は、政府方
針を具現化するものといえる。 

 高等教育総局は、本プロジェクトの成果を受けて、学位取得のための奨学金増強、競争的研
究資金への応募資格の軽減、域内大学との連携予算承認などの措置を講じて、東部インドネ
シア大学への支援を強化した。 

プロジェクト
は日本政府・
JICA の方針に
沿ったものだ
ったか。 

 プロジェクト期間を通して、
日本政府の高等教育セクター
における方針に変更はない
か。 

 JICA はインドネシア高等教育における支援プログラムを策定中である。このなかで、大学
間のネットワークと連携強化を通した大学の能力向上が、戦略のひとつとして位置づけられ
ている。本プロジェクトは、今後同プログラム実施において有用な経験と教訓を提供するも
のである。 

 研究能力の強化は研究機関としての地位を高めようとしているスラバヤ工科大学にとって、
極めて重要な課題である。域内の大学にとって本プロジェクトは、スラバヤ工科大学と日本
の大学との連携を通して、各大学のレベルアップを図るための重要な機会と窓口を提供する
ものであり、各大学のプロジェクトに対する期待値は非常に高いものだった。一例として、
サムラトランギ大学（UNSRAT）の工学部部長によれば、ドナーの支援の多くは奨学金提供
などスポット的な支援が中心で、大学のキャパシティ・ディベロップメントまで踏み込んだ
案件は JICA が初めてであったという。 

プロジェクト
は受益者のニ
ーズに合致し
ていたか。 

 プロジェクトはどの程度、ど
のように受益者ニーズに応え
るものであったか。 

 産業界のニーズの有無を定量的に示すことは困難だが、スラバヤでは中小零細企業が多いた
め、現状では R&D に対する大学への期待はあまり高くなく、経営規模から R&D への投資
も少ない。このため、企業ニーズとしては、トラブル・シューティングや研修などが中心と
なっている。一方、スラバヤ工科大学は、電力、石油・ガスなどの分野で大手企業との連携
経験はあり、潜在的には中小企業でも情報通信技術（ICT）を活用した品質管理、作業効率
化などへのニーズがある。（企業へのインタビュー結果参照） 

妥
当
性 

プロジェクト
の範囲、対象、
基本アプロー
チは適切であ
ったか。 

 プロジェクトの協力対象・分
野は妥当だったか。 

 研究室中心教育の推進は妥当
なアプローチであったか。 

 情報通信技術は、他分野への応用範囲が広く、スラバヤ工科大学内の他学科との連携による
研究活動が既に取り組まれている。 

 スラバヤ工科大学はバンドン工科大学などに次いで、他大学を支援する役割を負っている。
特に、東部インドネシア地域の大学強化において、スラバヤ工科大学の大学院コースは、域
内の大学の教員を数多く受け入れており、協力パートナーとして有力であった。 

 スラバヤ工科大学と UNSRAT、マタラム大学（UNRAM）の教員、学生に対するインタビュ
ーでは、研究室中心教育は工学教育・研究における最も有効な方法であるとして、高く評価
している。また、研究室中心教育は、大学の 3 つの機能（教育、研究、コミュニティサービ
ス）を同時に推進することができるため、有効性が高いと考えている。（スラバヤ工科大学
副学長） 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

有
効
性  

プロジェクト
目標：「スラバ
ヤ工科大学の
ICT 分野におけ
る研究能力が
強化されるこ
とにより、同分
野の高等技術
を有する人材
を、主に東部イ
ンドネシア地
域に立地する
産業界、大学、
政府研究機関
に供給するこ
とができるよ
うになる」はど
の程度達成さ
れたか。 

PDM 上の指標目標は次のとおり。
 12 以上の共同研究が日本の大

学と行われ、20 以上の共同研
究が国内企業、研究機関と行
われる。 

 対象学科の大学院生が共同研
究に参加する。 

 情報通信技術関連学科の修士
課程の平均修了期間が 2.5 年
以下となる。 

 10 以上の東部インドネシア地
域の大学とスラバヤ電子工学
ポリテクニックが本プロジェ
クトに参加する。 

 30 以上の企業・政府系機関が
本プロジェクトの活動に参加
する。 

 これまでに 14 件の共同研究が実施され、その結果が次のように、国際学会・国際誌に発表
された。 

 
国際学会・国際誌への発表実績表 

分 野 1 年次 2 年次 3 年次 合計 
Power system 12 1 13 
Wireless communication 14 14 
Image processing 1 1 
Intelligent Transportation system 3 3 
Network 3 3 
User interface 4 4 
Parallel computing 2 2 
Contents management 1 1 
Medical image processing 2 2 
合 計 27 12 4 43 

 
 14 のパイロット研究室の大学院生は全員が共同研究に参加した。 
 終了時評価時点でまだパイロット研究室の卒業生は数名のみ。電気工学科・情報工学科全体

では、修士課程の平均修了期間についてのデータがなく不明。 
 共同研究にはスラバヤ電子工学ポリテクニックを含め 18 の大学の教員が共同研究に参加し

た。また、スラバヤ工科大学の研究者が 11 の大学に派遣され、研究・技術支援、講義等を
行った。 

 14 件の共同研究のうち、2 件に企業・政府系企業が参加、産学連携には 3 社が参加した。そ
の他の協力はスラバヤ工科大学がコンサルティング・研修サービスを 11 社に提供した。 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

 成果 1：「研究活
動を強化し研
究能力が国際
水準になる」と
いう成果目標
はどの程度達
成されたか。 

指標目標： 
 日本の大学と各期 3～5 件の共

同研究が実施される。 
 各共同研究から国際レベルの

会議またはジャーナルに毎年
1 件以上の研究論文が発表さ
れる。 

 東部インドネシア地域の 5 つ
以上の大学が共同研究に参加
する。 

 年間 6 回以上の学内研究交流
ミーティングが開催される。

 プロジェクト期間中に国内で
4 つ以上のパテントが申請さ
れる。 

 
 共同研究は本プロジェクトの基幹となるコンポーネントである。プロジェクトでは、共同研

究のガイドラインを作成し、そのガイドラインに沿って、熊本大学、広島大学、東京工業大
学、佐賀大学の日本側研究者の支援を得ながら、パイロット研究室のリーダーが研究活動の
促進・実施で中心的役割を果たした。 
 

共同研究テーマと参加者 
研究テーマ 参加者 

第 1 期 
Development of software based controller for providing 
fast response of power quality improvement devices 
(Power System) 

ITS, UNSRAT, Manado Polytechnic , 
Surabaya State Univ., EEPIS, PT. 
PUPUK KALTIM 

Development of transmission techniques for 
millimeter-wave broadband wireless access in tropical 
rainfall conditions (Wireless Communication) 

ITS, USTJ, UNRAM, UNAND, EEPIS, 
Univ. of Muhammadiyah Surabaya  

Development of content-based image retrieval system 
using object recognition (Image Processing) 

ITS 

第 2 期 
Development of Dynamic Vehicle Routing Systems 
(Case Study in The City of Surabaya) (Intelligent 
Transportation System) 

ITS, EEPIS 

Wireless Sensor Network for Environmental Monitoring 
& Surveillance System (Network) 

ITS, UNSRAT, UNRAM, Polytech 
Semarang, Polytech Palembang 

Eye Movement and Tracking for Robot Motion Control 
(User Interface) 

ITS 

The Development of Computer Clusters for High 
Performance Computing (HPC) Applications (Parallel 
Computing) 

ITS, EEPIS 

第 3 期  
Integrated Smart Early Warning Based on Geographic 
Information System Design for Electric Power System 
(Power System) 

ITS, UNDANA, UNSRAT, Polytech. 
Bengkalis Riau 

A Digital Environment For Experiencing The Ambient 
Displayed in a Video Content Using Semantic Web 
Technology (Content Management) 

ITS, UNESA, Polytech Denpasar 

Design and Development of Organic Health Services 
Information Systems (OHIS) (Rural Hospital Information 
System) 

ITS, UNSRAT 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

Development of Virtual University Learning Model for 
Eastern Part of Indonesia (e-learning Development) 

ITS, UNSRAT, UNDANA, EEPIS, 
UNUD 

Development of Biologically-inspired SAR Robot for 
Earthquake and Tsunami Disaster (Search and Rescue 
Robot) 

ITS, UBHARA, PETRA Christian Univ- 
Surabaya, UNEJ, Sudan National 
Univ-Sudan, EEPIS 

Development of Electronic Nose based on Quartz Sensor 
Array and Neural Network Pattern Recognition 
Implemented in a Field Programmable Gate Arrays 
(Digital Circuit) 

ITS, UBHARA, Polytech. Medan, 
Muhammadiyah Univ- Surabaya, 
Adhitama Univ- Surabaya, Polytech. 
Kesehatan- Surabaya, Borneo 
Univ.-Kalimantan Timur, Muria 
Univ-Kudus, Hangtuah Univ-Surabaya, 
Sudirman Univ-Purwokerto 

Computer-Aided Diagnosis of Osteoporosis Based on 
Ensemble Classification Techniques on Dental 
Panoramic Radiographs (Medical Image Processing) 

ITS, UNAIR 

 
 本邦研修、TV 会議、科学会議、日本側研究者の現地での研究支援等を通して、共同研究が

進められた。科学会議は域内の他大学を含めて、これまでに 23 回開催された。2008～2009
年の間に、TV 会議を通したインドネシア側と日本側の研究会議は 12 回開催された。また、
スラバヤ工科大学と域内の大学間の会議も 9 回開催された。 

 
科学会議の開催実績 

年 開催回数 参加組織（参加人数） 
2006 4 ITS (125) 
2007 6 ITS (177), UNRAM (25), UNSRAT (24), UNDANA (26), UNCEN 

(11), その他の団体(8) 
2008 12 ITS (505), UNRAM (7), UNSRAT (8), UNDANA (6), UNCEN (7), 

その他の団体(12) 
2009 1 ITS (38) 

 
 14 件の共同研究のなかから、これまでに 7 件のパテントが研究コミュニティサービス機関

（LPPM）を通して申請された。プロジェクト終了までに更に 3 件が申請される予定である。 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

指標目標：  
 修士コースを研究室ベースに

転換する計画書が作成・承認
される。 

 成果 2：「スラバ
ヤ工科大学の
工学教育が教
室ベースから
研究室ベース
に変わる」とい
う成果目標は
どの程度達成
されたか。 

 年に一度、啓発セミナーが開
催される。 

 共同研究に参加するすべての
研究室がパイロット研究室と
して指定される。 

 啓発セミナーの後、アクショ
ンプランが作成される。 

 少なくとも 2 名以上の大学院
生が各パイロット研究室の活
動に参加する。 

 経験交流のために 2 回のワー
クショップが開催される。 

 パイロット研究室によって
「研究室中心教育導入のため
のガイドライン」が作成され
る。 

 研究室中心教育の導入計画が作成され、この計画に基づいて共同研究に参加するすべてのパ
イロット研究室に導入された。 

 研究室中心教育導入に関して次のようにセミナーが開催された。 
 

研究室中心教育に関するセミナー開催実績 
セミナー・ワークショップ 年 参加組織（参加人数） 

Workshop on Lab-based Education 2006 ITS (14), JICA (3) 
Workshop on Introducing Lab-based Education 2006 ITS (86), JICA (7), その他

6 大学 (11) 
e-Workshop on Introducing Lab-Based Education 2007 ITS (33), その他 2 大学(4) 
Workshop on Lab-based Education, "Doing Research 
with Graduate Students: The Essential of Lab-based 
Education" 

2008 ITS (94), その他 4 大学(5) 

 
 共同研究に参加するすべての研究室がアクションプランを作成した。 
 経験交流は科学会議でも実施され、域内の大学が参加した。 
 プロジェクトでは 2006 年ガイドライン初版を作成し、その後の経験を踏まえて 2009 年 2 月

に改訂版を作成して、スラバヤ工科大学のすべての工学系学科と域内の他大学に配布した。 
 研究室中心教育に対するスラバヤ工科大学関係者の評価は以下のとおり。 

・ 学生が実践的な知識・スキルを獲得するうえで非常に有効なアプローチである（副学
長） 

・ 有効性が高く、大学として全面的に支持されている（カウンターパート） 
・ パイロット研究室以外にも普及が進んでいる。これによって学生の積極性が高まり、

理論だけでなく実践的な能力付加に役立つことは明白である（パイロット研究室以外
で研究室中心教育を導入した研究者） 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

成果目標：   成果 3：「スラバ
ヤ工科大学と
東部インドネ
シア地域の大
学との学術連
携が確立する」
という成果目
標はどの程度
達成されたか。 

 大学連携ユニットに専任事務
スタッフと兼任学術スタッフ
がそれぞれ 1 名以上配置され
る。 

 年間 12 名以上の職員が域内大
学から共同研究に参加する。

 スラバヤ工科大学主催の研究
発表会に 1～2 年目は 10 件、3
～4 年目は 25 件以上の論文が
域内大学から提出される。 

 域内大学から本プロジェクト
で修士コースに参加した教員
全員が修了後も各大学で研究
を続ける。 

 年 1 回、域内大学が持ち回り
で毎年研究発表会を開催す
る。 

 スラバヤ工科大学の教員が域
内の大学に毎年 1 名以上 2 週
間派遣され、授業を行う。 

 2007 年、スラバヤ工科大学と 4 大学（UNRAM, UNSRAT, UNCEN, UNDANA）の間に協力覚
書が調印され、2008 年 11 月には、5 大学によるコンソーシアムと熊本大学の間に連携の覚
書が調印された。 

 ICT センターには 2 名の事務スタッフと 3 名の学術スタッフが配置され、チームとして大学
間連携の活動を行った。 

 域内大学の教員 26 名が奨学金を得てスラバヤ工科大学で学位を取得しながら共同研究に参
加した。 

 プロジェクトの枠外でも、多くの域内大学の教員が BPPS、BU といった高等教育総局が提
供する奨学金を得て、スラバヤ工科大学の大学院コースに留学した。このため、スラバヤ工
科大学の研究能力向上を支援することは、直接域内大学の教員の能力向上に寄与することと
なった。 

 
スラバヤ工科大学に在籍する東部インドネシア地域大学からの学生数 

学 科 専攻分野 学生数 
Department of Electrical Power System Engineering 25
 Control System Engineering 20
Engineering, Faculty of Multimedia Telecommunications 22
Industrial Engineering Electronics 31
 Multimedia Intelligent Networks 80
 Telematics 10
 合 計 188
Department of Informatics, 
Faculty of Information 
Technology 

 111

 
スラバヤ工科大学の大学院コースに在籍する東部インドネシア地域大学の教員数 

 職員数 
S3 students – 2008 17
S2 students – Power System – 2008 13
S2 Control Systems 5
S2 Multimedia Telecommunications – 2008 6
S2 Electronics – 2008 8
S3 Multimedia Intelligent Networks – 2008 10
S2 Telematics – 2008 19
合 計 78  
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

    終了時評価時点ではまだ域内大学の教員でスラバヤ工科大学の大学院コースを修了した学
生は少ない。これまでの卒業生は 3 名で、このうち 2 名が卒業後も共同研究に参加している。
今後、多くの卒業生が輩出されるため、スラバヤ工科大学と ICT センターは、卒業生へのフ
ォローアップと継続して研究を進めるための支援を行う必要がある。 

 プロジェクト期間中、スラバヤ工科大学の教員は頻繁に域内大学を訪問して、研究・技術支
援、講義、研究発表等を行った。また、TV 会議を活用したミーティングも頻繁に行われた。
スラバヤ工科大学の教員派遣は、大学間の組織的な連携強化だけでなく、研究者間の協力関
係構築においても重要な役割を果たした。特に、プロジェクト後半では、共同研究を円滑に
進めるうえで役立った。 
 

スラバヤ工科大学教員の派遣実績 
年 派遣回数 

2006 27 回
2007 17 回
2008 17 回
2009 4 回

 
スラバヤ工科大学教員による授業実施実績 

年 講義回数 参加大学 
2006 5 回 ITS, UNRAM, UNSRAT, UNCEN, UNIBRAW 
2007 9 回 ITS, UNSRAT 
2008 12 回 ITS, UNSRAT 

 
特別講義実施実績 

年 講義回数 参加大学 
2006 5 回 ITS, UNRAM, UNSRAT, UNCEN, UNIBRAW 
2007 1 回 ITS, UNSRAT, UNIBRAW, UNDANA, UNILA 

 
域内大学の会議開催実績 

年 主催大学 会議名 
2006 UNSRAT International Seminar on ICT: -Future trends and its 

applications in agro industry, marine and tourism 
2006 UNSRAT Workshop on e-Learning: “How to use Moodle for your 

lectures” 
2007 UNCEN e-Seminar No.1:ICT Application for the Utilization of Local 

Resources  
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

  2008 UNDANA e-Seminar No. 2:The role of ICT in early warning system of 
disaster and disaster mitigation 

2008 UNSRAT e-Seminar No.3:ICT’s Role in Urban Planning & Management 
2008 UNRAM e-Seminar No.4:Reducing Global Warming Impact by 

Renewable Energy Development Date 
 
 インドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT）を活用した TV 会議で共同研究の進捗発

表も年 1 回開催され UNSRAT、チャンドラワシ大学（UNCEN）、ヌサ・チュンダナ大学
（UNDANA）、UNRAM が参加した。 

 プロジェクト開始時に想定されていなかった活動として、INHERENT を活用した遠隔授業
が開始された。UNSRAT が情報工学専攻コースを開設したことに伴い、スラバヤ工科大学が
週 1 回、講義を担当した。講義以外にもカリキュラム、教材等について UNSRAT の教員へ
の助言・支援が行われた。INHERENT は時に接続や安定性が悪い場合があり、中断を余儀
なくされることがあったが、事前に講義内容と音声をファイル化して送付して対応するな
ど、対応策を図った。このような多少の障害はあるものの、INHERENT 自体は活用可能と
評価されている。 

 成果 4：「スラバ
ヤ工科大学と
産業界・政府機
関の協力活動
が強化される」
という成果目
標はどの程度
達成されたか。 

成果目標： 
 ビジネスサービスユニットに

専任事務スタッフと兼任学術
スタッフが各 1 名以上配置さ
れる。 

 スラバヤ工科大学が所有する
人材、研究分野、機材のデー
タベースが構築される。 

 案内概要とホームページが作
成される。 

 毎年、ワークショップ、発表
会、オープンキャンパスが開
催される。 

 産業界や政府系研究機関から
招いた講師によって 1 コース
以上の授業が各関連学科でセ
メスターごとに開催される。

 産業界に対して 1 週間の研修
コースが各関連学部でセメス
ターごとに 1 回以上開催され
る。 

 
 ICT センターには 2 名の事務スタッフと 3 名の学術スタッフが配置され、チームとして大学

間連携の活動を行った。 
 案内概要とホームページが作成された。 
 ICT センターと LPPM は、研究者、研究テーマ、研究実績等についてのデータベースを作成

し、これはウェブ上で閲覧可能となった。今後、定期的にデータベースの更新と、検索エン
ジンでの検索を容易にする工夫が必要である。 

 プロジェクトでは共同研究の実績をカタログにまとめ、これを活用してワークショップ、オ
ープンキャンパス、エキスポ等で企業へのプロモーションを行った。 

 
ワークショップ、発表会、オープンキャンパス等の開催・参加実績 

イベント名 年 参加組織（参加者数） 
Seminar on Virtual Instruments for Academic 2007  
Open campus (two times) 2007  
The 6th Kumamoto University Forum 2008 ITS (289), KU(45), Other 

institutions (59) 
Participation in Indonesia Japan EXPO 2008  
Seminar of Intellectual Property Rights 2009 ITS (34) 
KU Job fair (4 回) 2007~2009  
Innovation fair in Tokyo 2009  
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 プロジェクト終了時に共同研
究の半分以上に産業界からの
参加がある。 

 少なくとも 5 つのベンチャー
企業が設立される。 

 

 学外者による講義・講演については、電気工学科では 9 回、情報工学科では 6 回開催された。 
 専門家チームが主導して個別企業へのアプローチも行われた。これにより、これまでに 3 社

と研究・コンサルティング・研修等を共同で実施するための協力覚書が調印された。上記以
外にも下表のとおり、大学、企業、政府機関へのコンサルティング・研修サービスの提供が
行われている。 

 
研修実績 

研修コース名 参加組織 参加者数 
University Planning System UNDANA, UNSRAT, UNRAM, 

UNCEN, UNESA, UNTAG, UNAIR 
20 

Virtual Instrumentation, joint with 
National Instrument 

ITS, UNIV WIDYA MANDALA, 
ITATS, UNESA, UNTAG 

50 

Telecommunication Training for PT 
BADAK NGL 

PT BADAK NGL 6 

Video Conference Installation Training 1. Koperties Wilayah X Padang,  
2. STMIK Jaya Nusa, Padang 

3  

Video Conference Installation Training Univ Cendrawasih 2 
Telecommunication Training PT. Badak NGL, Bontang kalimantan 

Timur 
5  

DCS 3000 Training: Operation, 
Maintenance & Engineering, 
joint with PT Yokogawa 

ITS 8 

Intellectual Property Seminar ITS, UWM 30 
Introduction to Telematic Industry R & D of Commerce and Industry 

Ministry in Surabaya 
6 

Strategy for Preparing Research Grant 
Proposal 

ISTJ, Jayapura 11 

Certificate for estimator and supervisor 
in PT Persero, Pelabuhan III 

PT PELINDO III 16 

Training for PJB 
Analysis and Handling Harmonic 
Problems in Power Systems 

PT PJB 10 

Training for Computer 
Troubleshooting Management 

Cendrawasih University 3 

Training for Computer Network and 
Security Management 

Cendrawasih University 3 
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Training for Web Programming  Faculty of Economy Airlangga 
University 

6 

Training for e-learning Highschool Lecturers organized by 
BPPNFI Surabaya 

12 

Training for Network Main Data PT. PLN (Persero) Wilayah Distribusi 
Jawa Timur 

204 

Training for Office Applications Marine Technology Faculty, ITS 20 
Training for Network Administrator Faculty of Economy Airlangga 

University 
4 

 
コンサルティングサービス提供実績 

No. サービス名 期 間 クライアント 
1 Technical assistance for BPDE Jawa Timur

(Bureau for Electronic Data Processing) 
2006 East Java 

2 Design and Technical assistance for 
Information System and Networks for 
Dinas Kependudukan Jawa Timur 

2006 Citizenship Agency of East 
Java 

3 Study on Strategic Plan for 
Telecommunication Infrastructure in PT 
BADAK NGL 

April-June, 
2007 

PT BADAK NGL 

4 Evaluation and Survey on ICT Networks in 
38 cities using Police Backbone 

September-
December, 
2007 

Bureau Planning and 
Development East Java 

5 Study on ATCS Improvement and CCTV 
system for Surabaya city 

December, 
2007 

Office of Transportation City 
Surabaya 

6 Technical Assistance for Designing Health 
Information Networks in Surabaya 

September-
December, 
2007 

Office of Public Health City 
Surabaya 

7 Masjid Agung, FM radio 
 

Nov.2007 – 
March 2008 

Suara Akbar Surabaya (SAS) 
FM 

8 Study on Integrated Management 
Information System for East Java 
Government 

Jul. 2008 – 
Nov. 2008 

Bureau Planning and 
Development East Java 

9 Study on Spectrum Usage for 3G in XL Apr. 2008 – 
Jun. 2008 

PT Excelcomindo Pratama 
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10 Detailed Design of ATCS Improvement for 
Surabaya 

Jul. 2008 – 
November 
2008 

Office of Transportation City 
Surabaya 

11 Industry Attachment Program  Jan 2009 – 
Jun 2009 

Support: SENADA – USAID 
– CISCO 

 
 14 件の共同研究のうち、2 件に 2 社が参加している。 
 終了時評価時点で、ベンチャー企業は設立されていない。 
 評価調査を通して、産学連携の到達状況、課題は以下のように要約することができる。 

・ スラバヤ工科大学は、ガス・石油、電力などの分野で企業との連携実績があるが、全
般的には、産学連携はまだ弱い。地元企業の多くは中小零細で規模が小さく、R&D
への関心が低く、企業の直近のニーズはトラブルシューティングなどコンサルティン
グが多い。このため、より戦略的、組織的に企業ニーズを掘り起こす努力が必要。（副
学長） 

・ 産業界の大学への期待とスラバヤ工科大学が提供可能なサービスの間にはまだギャ
ップがある。大学側の課題として、ビジネスマインド、ビジネス文化の理解不足、契
約など手続き上の理解・非効率さなどがある。（カウンターパート） 

・ スラバヤ工科大学は国立大学から独立法人への移行期にある。現行制度の下では、企
業から提供された資金活用などで制約がある。バンドン工科大学などでは、大学が設
立した民間企業（コンサルティング企業）が大学と企業を結ぶ役割を果たしている。
スラバヤ工科大学も「スラバヤ工科大学パートナーシップ」という会社を設立してい
るが、今のところ都市計画・土木・建築系のコンサルティングが主で情報通信分野は
ほとんど実績がない。将来的には独法化とこうした企業のマーケティング機能を高め
て、産学連携の体制構築と実績づくりを行うという戦略が考えられる。（カウンター
パート） 

PDM で想定さ
れた以外の事
業効果はある
か。 

 リサーチ文化の醸成 
 
 

 

 プロジェクト対象には電気工学科に 17、情報工学科に 6、スラバヤ電気系ポリテクニック
（EEPIS）に 1 の合計 24 の研究室があるが、このうち、共同研究には 14 の研究室が参加し
た。これらの研究室では研究活動が積極的に取り組まれる風土が醸成されている。また、プ
ロジェクトに参加していない研究室でも研究室中心教育の導入などを通して研究に対する
積極性が高まった。研究活動が活発化した状況を示すデータとして、競争的研究資金への申
請・獲得数を挙げることができる。2008 年、高等教育総局が提供する Hibah Kompetensi の
獲得数は 1 件であったが、2009 年には 7 件に増加した。 

   UNRAM と UNSRAT の教員へのインタビューによれば、プロジェクト以前、教員の研究への
取り組みは極めて低いレベルであったが、プロジェクトによって、日本の大学やスラバヤ工
科大学との共同研究や学位取得の機会が開かれたことで、教員の意欲・意識に大きな変化が
生まれたという。特に、日本の大学との連携機会が得られたことは大きな動機づけとなった。 
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 研究大学としてのスラバヤ工
科大学への評価やランク付け
アップ 

 大学のランキングなど第三者による評価データはないが、高等教育総局と研究技術省による
競争的研究資金の獲得実績を見ると、情報通信分野についてスラバヤ工科大学はバンドン工
科大学に次いで 2 番目となった（2009 年度）。 

 
 研究成果の域内大学との共有  共同研究、研究室中心教育などについての情報・経験交流は、セミナーや科学会議等を通じ

て積極的に行われた。 
 

  

 プロジェクトの各コンポーネ
ントの有効性（プロジェクト
目標への貢献度） 

 本プロジェクトの 4 つのコンポーネントのうち、共同研究は基幹となるコンポーネントであ
り、プロジェクト目標の達成に直結した。また、研究室中心教育と域内大学との連携は、共
同研究を遂行するうえで不可欠な構成要素として取り組まれた。このため、これら 3 つのコ
ンポーネントはプロジェクト目標の達成に直接寄与するものであった。上記 3 つのコンポー
ネントに比べると、4 番目の産学連携の貢献度は相対的に低かった。研究成果と実績を基に、
産学連携を進めるというシナリオを想定した場合、プロジェクトの期間内で産学連携の具体
的成果を上げることは困難であった。 

効
率
性 

プロジェクト
の投入は当初
計画どおりで
あったか。投入
は適切であっ
たか。 
 
 

 専門家、研究資金、機材、カ
ウンターパート配置の有効性

 
 
 
 

 日本側、インドネシア側からの投入はほぼ計画どおり、実施された。 
日本側の投入実績： 
(1) 本邦研修 

28 名（14 の共同研究参加者）が本邦研修に参加した（第 1 期：6 名、第 2 期：8 名、第 3
期：14 名）。また、5 名がリーダーシップ研修に参加した。長期研修（留学）にはスラバヤ
工科大学の教員 3 名と UNCEN から 1 名が派遣された。 

(2) 機材供与 
1,407 万円相当（車両、TV 会議用機材、ジェネレータ、UPS、ルータ等） 

(3) 専門家派遣 
38.34 MM  

(4) ローカルコスト負担 
約 4,978 万円（雇人給与、現地旅費・交通費、研修費用等） 

 
インドネシア側の投入実績： 
(1) カウンターパートの配置 

カウンターパート配置（20 名、電気工学科、情報科学科、情報システム科の研究者） 
(2) カウンターパート予算 

約 2,224 万円（域内大学の教員への奨学金、スラバヤ工科大学教員の域内大学への出張旅費、
ICT センターの運営コスト等） 
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 業務実施によるプロジェクト
実施の有効性（短期専門家派
遣や本邦研修を活用した共同
研究の方法など） 
 
 

 
 

 共同研究を通したスラバヤ工科大学の能力向上というアプローチは次の点で効果的であっ
た。①専門家によるガイダンスと本邦研修は計画どおりに共同研究を推進するうえで有効で
あった。②日本の大学との共同研究は、参加する研究者に高い意欲を与えたと同時に、成果
を上げなければならないというプレッシャーも高く、研究者の積極性を高めた。③TV 会議
やメーリングリスト等を通した密なコミュニケーションが共同研究の促進に効果的であっ
た。（カウンターパート） 

 プロジェクトは熊本大学への業務委託型で取り組まれた。カウンターパートは直営型など他
の協力形態の経験がないため、業務委託型の有効性について比較することはできないが、カ
ウンターパートが経験した範囲でいえば、業務委託型でのプロジェクト実施は効率性も有効
性も高いと判断している。 

 専門家チームが不在の間も、日本側のシニア・オフィサーが業務調整を行ったこともプロジ
ェクト促進上、重要であった。また、常に専門家チームのメンバーがいることで、カウンタ
ーパートにとっては良い意味でプレッシャーとなった。（カウンターパート） 

 プロジェクト開始以降、カウンターパートと専門家チームとは毎週ミーティングを欠かさず
開催して、プロジェクトの活動計画の確認、モニタリングを行った。これはプロジェクト活
動を推進するうえで重要であった。（カウンターパート） 

 

投入は成果を
生み出すため
に効率的に投
入されたか。 

 促進・阻害要因  カウンターパートと専門家の関係はオープンで良好であった。将来的にすべてのパイロット
研究室が専門家とのネットワークを継続していければと考えている。また、すべてのパイロ
ット研究室が日本の大学の研究室と TV 会議などで連携できるとよい。（カウンターパート） 

 プロジェクト活動と行事は大学の年間予定表に沿って作成されたため、円滑に実施すること
ができた。（カウンターパート） 

他機関との連
携は円滑だっ
たか。 

 域内他大学との連携方法  INHERENT が活用できたことで、域内大学との調整・協力は円滑かつ低コストで行うこと
ができた。INHERENT といった通信インフラがなかったら、他大学との連携はこれほどう
まくいかなかったと思われる。（カウンターパート） 

 本プロジェクトではスラバヤ工科大学の教員を域内の大学に派遣して授業を行うといった
協力を想定していた。実際にスラバヤ工科大学の教員の役割は授業にとどまらず、研究・技
術指導や助言、セミナーでの講演、遠隔教育導入に向けた打合せなど、さまざまな目的を伴
って実施された。教員の派遣は、スラバヤ工科大学の教員と域内大学の教員の間の協力関係
の構築に重要な意味があり、特にプロジェクト後半では、TV 会議等によるコミュニケーシ
ョンを円滑に行ううえで役立った（TV 会議だけでは人間関係を築くことは難しい）。（カウ
ンターパート） 
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プロジェクト
の枠組み、範囲
は妥当だった
か。 

 PDM の有効性 
 指標設定の妥当性 
 プロジェクトの範囲の妥当性

 プロジェクトのログフレームは明確で、その実施方法もカウンターパートと連携先の 4 大学
からも支持されている。プロジェクト形成・準備段階から、カウンターパートが参加してお
り、彼らの意向も反映されているため、プロジェクトの枠組みや実施方法が支持された。 

 本プロジェクトは、スラバヤ工科大学の研究活動を活発に行うための環境整備と域内大学と
の連携の枠組みを確立した。このためにスラバヤ工科大学を拠点として、域内の 4 大学を含
む協力範囲は妥当であった。産学連携については、研究能力と実績のうえに強化する必要が
あり、コンポーネント自体は有効であったが、産学連携がプロジェクト期間内で定着するま
では至らなかった。 

 拠点大学の支援能力を強化することで周辺大学の能力形成を図るという意図をもったプロ
ジェクトは多いが、結局、拠点大学の能力強化だけで終わってしまうことが多い。その点で、
本プロジェクトは域内大学の能力強化につながり、実施意義があったといえる。（高等教育
総局局長） 

 共同研究の方法 
 

 
 

 プロジェクトでは、共同研究のプロポーザルを募集する際に、研究室中心教育を導入するこ
と、域内大学の教員を研究チームに参加させることを条件とした。このため、共同研究、研
究室中心教育、域内大学との連携が連動した。 

 
 日本の大学との協力関係の有

効活用 
 

 熊本大学との大学間協定はプロジェクトにとって重要であった。これにより、5 大学にとっ
て熊本大学への留学可能性が高まり、熊本大学がスラバヤ工科大学でフォーラムを開催する
ことにつながった。 

 

 ICT の活用 
 

 上述のとおり、本プロジェクトでは INHERENT など、通信インフラを最大限に活用した。 
 

 EEPIS の活用 
 

 12 名の EEPIS 教員がプロジェクトに参加している。 
 

プロジェクト
実施のアプロ
ーチは妥当だ
ったか。 

 研究室中心教育のアプローチ
 

 研究室中心教育は共同研究に参加するすべての研究者が実践した。上述のとおり、研究室中
心教育は教員、学生から高く評価されており、電気工学科と情報工学科では既に主流となっ
ている。また、他の学科でも導入意欲が高く、既に導入している研究室もある。  

促進・阻害要因
は何か。 

  2006 年に導入された INHERENT は、大学間のコミュニケーションを格段に強化することに
貢献した。2007 年からは高等教育総局が東部インドネシア地域の大学教員への留学制度を
拡充したこともプロジェクトの効果を高めるうえで重要な促進要因であった。2008 年以降
は、研究資金へのアクセスも改善し、研究活動の活発化に貢献している。 
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指標目標： 
 域内大学教員の修士・博士号

取得者の増加 
 

 
 現在、スラバヤ工科大学の電気工学科と情報工学科の大学院生の 99％は、域内の他大学の

教員で占められている。この傾向が続いた場合、スラバヤ工科大学の他大学の教員の資格向
上における貢献度は非常に高いと見込まれる。 

 

 域内大学からのパテント申請
数の増加、国際レベルの学
会・ジャーナルへの発表数の
増加 

 

 プロジェクト開始前、パテント申請数は 1 件のみ。プロジェクトを通して 7 件が申請され、
プロジェクト終了までに更に 3 件が申請される予定である。競争的研究資金の獲得数が増加
しているため、今後もパテント申請数が増加することが期待される。カウンターパートは共
同研究に従事していることもあり、まだプロジェクトの枠外でのパテント申請実績はない。 

 

上位目標「東部
インドネシア
地域における
ICT 分野の高等
人材育成と研
究能力の強化」
への貢献度 

 教員と学生の質の向上による
教育の質の向上 

 大学のランキングなど第三者による評価データはないが、高等教育総局と研究技術省による
競争的研究資金の獲得実績を見ると、情報通信分野についてスラバヤ工科大学はバンドン工
科大学に次いで 2 番目となった（2009 年度）。 

 他学科、他大学への研究室中
心教育の普及状況 

 
 
 

 研究室中心教育導入のためのマニュアルはすべての工学系学科に配布され、化学工学科、機
械工学科、海洋工学科、土木工学科の研究室でも導入が進んでいる。特に、研究資金を獲得
したプロジェクトでは、研究室中心教育のアプローチが採用されている。また、日本など海
外で学位を取得した教員の研究室では導入されている割合が高い。（カウンターパート） 

 研究室中心教育の政策的支援
 
 

 どのような教育法を採用するかは各大学のポリシーしだいであり、高等教育総局が主導して
政策的に普及するということはない。各大学で導入・主流化を図る必要がある。 

 研究能力向上による学生の就
職状況の変化、産業界への具
体的な貢献 

 
 
 
 

 まだ産業界への具体的、直接的インパクトは少ないが、次のようなインパクトが期待できる。 
・ スラバヤ工科大学と域内の他大学が研究室中心教育を導入して、研究活動に学部・大

学院を巻き込むことで、学生のコース修了期間の短縮、学生の成績向上につながる可
能性がある。 

・ 実践的な研究能力の向上によって、企業による大学評価が高まり、就職状況がより改
善される可能性がある。 

イ
ン
パ
ク
ト 

プロジェクト
成果の他学科、
他大学への普
及効果 

 その他の普及効果  終了時評価時点で確認されたその他のインパクトは次のとおり。 
・ プロジェクトを契機として、スラバヤ工科大学内の学科間、研究室間の連携・協力が

始まった（例として、海洋工学科と電気工学科が協力して、海洋交通のモニタリング
システムの開発プロジェクトが開始されるなど）。 

・ UNSRAT とスラバヤ工科大学の間で、遠隔教育を活用した学部向け ICT コースが開設
された。これによって、他の域内大学からも同様のコースを開設したいとの意向が寄
せられている。 

・ カリマンタンの 4大学など域内大学のコンソーシアムへの参加希望大学が増えている。 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

 ・ UNCEN の教員が熊本大学への留学機会を得たことで、域内大学の教員の共同研究への
参加意欲が高まった。 

・ プロジェクトによって、研究大学としてのスラバヤ工科大学の認知度が高まり、海外
の大学からの連携オファーが増加した。具体的には、上海、台湾の大学が、熊本大学
が実施したフォーラムと同様のイベント開催を提案している。欧米の大学からの留学
生受入れなどのオファーも増加している。 

 企業への PR 方法 
 
 

 これまでに主に日系、インドネシア企業を対象にウェブサイト、研究概要（研究カタログ等）
を活用して、企業が参加するセミナー、エキスポ等で個別企業への働きかけを行った。 

産業界におけ
るスラバヤ工
科大学の認知
度のアップ、産
業界の大学連
携への関心度
のアップ 

 共同研究へ参加意思を表明し
た企業数 

 これまでに共同研究に参加する企業は2社、覚書を取り交わして協力活動に着手した企業は3
社である。 

 高等教育総局による政策的な
東部インドネシア地域の大学
への支援の可能性 

 
 
 
 

 高等教育総局の局長は、スラバヤ工科大学が他の域内大学を強化するための拠点大学となる
ことを要請しており、政策的な支援の継続性は高い。 

 これまで高等教育総局は、教員の学位取得、競争的研究資金へのアクセス提供などの形で、
東部インドネシア地域の大学への支援を行っている。こうした特別な支援措置がどの程度継
続されるか不明なため、プロジェクト終了後は、プロジェクトの成果を生かして、スラバヤ
工科大学と域内大学が積極的に競争的研究資金を獲得していくことが期待される。 

 共同研究を継続するための戦
略、プランの有無 

 

 スラバヤ工科大学は、熊本大学など日本の大学との大学間協定を交わしており、こうした枠
組みを活用して、海外の大学との共同研究を支援する研究資金を獲得していくことが必要で
ある。 

 
 共同研究を継続するための具

体的措置 
 スラバヤ工科大学の独自予算には、研究支援予算があるが少額である。他の 4 大学について

は、独自の研究予算はほとんどない。このため、ある程度の実績を積んだ研究者を中心に、
積極的に外部の競争的研究資金を獲得していくことが唯一の方策である。そうした資金とし
て、hibah PEKERTI（拠点大学とその他の大学による共同研究を支援するスキームで、1 件
当たりの上限約 75 万円）、hibah international joint research（2009 年から始まった海外と国内
の大学による共同研究を支援するスキームで、国際レベルの学会への発表義務があり、1 件
当たり上限約 200 万円）等がある。したがって、プロジェクトで得られた研究アイデア、リ
ソース、ネットワークを最大限に生かしてプロポーザルの質を高めることが重要になる。 

自
立
発
展
性 

プロジェクト
終了後、どのよ
うに研究活動
を維持・発展さ
せることがで
きるか。 

  過去 4 年間で、競争的研究資金の獲得状況は、2006 年が 6 件（合計約 248 万円）、2007 年が
8 件（約 250 万円）、2008 年が 12 件（約 849 万円）、2009 年が 23 件（約 2,290 万円）と大幅
に向上している。 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

 域内の他大学の共同研究への
関心・意欲 
 

 終了時評価調査の他大学関係者へのインタビューでは、スラバヤ工科大学を介した日本の大
学との共同研究への非常に高い参加意欲が確認できた。これらの大学では教員の学位や研究
インフラの問題から、研究活動自体が難しい状況にあり、プロジェクトによって共同研究へ
の参加機会が得られたことを大学の研究向上の契機ととらえている。 

 
 域内の他大学の共同研究の資

金獲得見込み 
 
 

 域内の大学が独自に研究活動に充てることができる予算はほとんどない。しかし、スラバヤ
工科大学等との共同研究があれば、そのための予算（旅費・交通費等）を計上・申請するこ
とができ、予算が高等教育総局に承認される可能性も高い。ただし、これまでそうした予算
を各大学が実際に計上しているか明確でない。（カウンターパート） 

 
 研究者へのインセンティブ 

 
 教員の人事査定項目は、教育、研究、公的サービスの 3 項目がある。研究については、国際

レベルの学会誌への投稿が 40 点、国内の学会誌が 25 点、国際学会での発表が 25 点、国内
学会が 10 点など、点数化されている。この制度が一定のインセンティブとなっている。 

 
 企業の共同研究への関心  これまでに 2 つの企業が共同研究に参加した。企業の参加を促進するためには、各分野での

研究実績を更に企業に PR して、潜在的なパートナーを開拓する必要がある。 
 スラバヤ工科大学における研

究室中心教育の位置づけ 
 スラバヤ工科大学の戦略計画（～2019）のなかで、研究室中心教育は、教育、研究開発、コ

ミュニティサービスという大学の 3 つの機能を包括するアプローチとしてその推進が明記
されている。 

  パイロット研究室では研究室中心教育は既にカリキュラムのなかに位置づけられている。日
本など海外の大学院を卒業した教員の多くも導入を始めている。大学方針の後押しもあるた
め、今後とも主流化・定着が進むことが見込まれる。 

  一般的に、プロジェクトや海外の大学で研究室中心教育を経験・実践した研究者は導入意欲
が高いが、導入に必要な環境がない場合、意欲があっても導入できないケースがある。例え
ば、学科内や研究室のシニア教員による支持・協力が得られない場合、教員数に対して学生
数が多すぎる場合、実験機材や研究インフラが不十分な場合などが該当する。（カウンター
パート） 

研究室中心教
育の普及・定着
の見込み 

 
 

 研究室中心教育は電気工学科と情報工学科では既に主流になっているが、まだ導入していな
い研究室もある。今回、質問票調査とインタビュー結果によれば、そうした研究室の教員も
セミナーやワークショップ、同僚からの話を通して研究室中心教育の概要、メリットを理解
しており、導入意欲は高かった。 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

 研究室中心教育に必要なリソ
ース、インプット等 

 
 

 未導入の研究者へのインタビューでは、制約要因として上述のように、学生数、実験機材と
研究インフラ（スペース含む）の不足を挙げる回答があった。高等教育総局は、大学予算の
拡充を図っており（エネルギーセンターとロボテックセンター建設予算に 900 万ドル拠出な
ど）、今後は施設面での改善が期待できる。また、完全独立法人化すれば、授業料などの収
入を自由度高く研究等に活用できるようになるため、それほど大きな制約条件にはならない
と思われる。（カウンターパート） 

 
 高等教育総局による政策的支

援の有無 
 どのような教育法を採用するかは各大学のポリシーしだいであり、高等教育総局が主導して

政策的に普及するということはない。各大学で導入・主流化を図る必要がある。 
 スラバヤ工科大学と域内の他

大学の教員との制度面での連
携の継続性 

 5 大学によるコンソーシアムは制度的に確立されている。研究者間のコミュニケーションと
協力関係は、共同研究、スラバヤ工科大学での学位取得を通して強化されている。このため、
連携関係は今後も継続可能性が高い。 

 
 遠隔教育の継続性  INHERENT を活用した TV 会議は既に特別なものではなく、通常のコミュニケーションや会

議の方法として日常的に活用されている。UNSRAT とスラバヤ工科大学では ICT コースが
開設されている。同様のコース開設を希望する大学も複数あるため、今後も遠隔教育は拡大
強化されていく可能性が高い。 

域内大学とス
ラバヤ工科大
学との連携を
維持するメカ
ニズム・体制は
あるか。 

  INHERENT の安定性向上については、高等教育総局も改善のための方策を検討している。 
 産学連携のための制度・組織面

の自立発展性 
 

 

 LPPM は主に産学連携の広報、ビジネスサービスの手続き・事務支援、研修事業の管理など
を担っているが、個別企業や業界団体への働きかけなどのマーケティングやビジネスサービ
スの機能はなく、ICT センターがその役割を担う必要がある。ICT センターでは 1 名の学術
スタッフがその責任者となっているが専任ではない。このため、組織面での活動レベルはそ
れほど高くない。 

 
 ICTセンターの産学連携実施能

力 
 
 

 研究技術省は産学連携のための研究資金を有しており、2008 年には情報通信分野で 3 件の
産学連携資金を獲得した。2009 年は 12 件のプロポーザルがショートリストに残っている。
本プロジェクトで取り組んでいる Aneka Tuna との工場の品質管理システムもこの研究資金
に申請している。高等教育総局も RAPID と称される同様の資金を提供している（スラバヤ
工科大学は 2006 年に 1 件獲得したが、その後、プロジェクトの共同研究などで手一杯で、
この資金へのプロポーザルは提出していないが、申請すれば獲得できる可能性は高い）。 

 

産学連携の維
持・発展の見込
み 

 外部要因  上述のとおり、スラバヤ工科大学は一部の企業と既に良好なパートナーの関係を築いている
が、地元企業の多くが中小零細企業であるため、R&D へのニーズは必ずしも高くない。し
かし、情報通信技術を活用して、工場の品質管理や生産性向上を図りたいといったニーズは
高いことから、システム開発、コンサルティング、工場のエンジニアやテクニシャンへの研
修といった分野では潜在的な協力ニーズは存在する。（企業へのヒアリング結果参照） 
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 評価設問 指標目標・具体的質問内容 調査結果 

プロジェクト
後の財政面、体
制面での持続
性 

 
 

 ICT センターの予算の大部分はスタッフ給与（プロジェクト期間のみ）やセンターの維持管
理費で、独自に産学連携を推進できる余力はない。このため、ICT センターは今後、少なく
とも大学からの支援なく活動を継続できるよう独自ビジネスを展開していく必要がある。 

 
ICT センターの予算配分状況 

年 大学からの配分予算 + スタッフ給与 競争的研究資金＊ 
2006 Rp. 425 million + Rp. 31.8 million Rp. 300 million 
2007 Rp. 250 million + Rp. 31.8 million Rp. 415 million 
2008 Rp. 200 million + Rp. 45.9 million Rp. 650 million 
2009 Rp. 100 million + Rp. 45.9 million  Rp. 170 million 

 
＊競争的研究資金を獲得した場合、一定額（獲得資金の約 10％）を ICT センターが手数
料として確保する仕組みとなっている。 
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